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この資料は,日 本 自転車振興 会から競輪収益 の一部 である

機械工業振興 資金 の補助を受けて昭和53年 度 に実施 した 「シ

ステム監査 に関す る調査研究 」の成果 を とりまとめた もので

あ ります。





序

当協会 が,昭 和49年 に シ ス テム監 査 を提 唱 して以 来,す でに5年 が経 過 し

た。 この 間,わ が国 に お け る コ ン ピュー タ利 用 の進 展 は め ざ まし く,コ ン ピ ュ

ー タ実稼 働 台数 は ,昭 和49年3月 末 で23,443セ ッ トで あ った ものが,52

年9月 末 には43,993セ ッ トに増 え て お り,実 に3年 間 で1.8倍 の 規模 に成長

して い る。

一方 ,オ ン ライ ン ・シ ス テム の普 及 もめざ ま し く,49年 に1,126シ ステム

で あ った もの が,52年 には2,689シ ステ ムに増 加 して お り,急 テ ン ポに オ ン

ライ ン化 が進 ん でい る。

この よ うな状 況 の な かで,コ ンピュー タ・システムの 安 全 性 に 関連 して最 近 の

話 題 を ひ ろ うと,ま ず,宮 城 県 沖 地 震 で 多 くの コ ン ピュー タ ・シス テ ムが ス ト

ップす るとい う被害が生 じたし,電 源 事 故 に よ る シス テ ムダ ウン等 が 見 られ た。

また,大 学 共 通一 次 試験 の願 書処 理 に おけ る入 力 デ ー タの エ ラーが発 生 し混 乱

を生 じた。 さ らに,被 害 額 こそ小 さい もの の コン ピ ュー タ犯 罪 が数 件 発生 して

い るo

この よ うな情勢 を背景 と して,シ ス テ ム監 査 の重 要性 は,ま す ます強 く認識

され る よ うに な って きて い るoし か し,現 段階 に おけ る シ ステ ム監査 の普 及 に

前進 は み られ る もの の,未 だ普 及率 は低 い状況 に あ る。 この た め,シ ステ ム監

査 の普 及 ・定 着 をはか る必要 が あ り,と くに,ト ップ ・マ ネ ジ メン トの深 い理

解 と,監 査 部 門及 び コン ピュ ー タ部 門 が この課 題 に対 して それ ぞれ 自助 努 力を

払 うこ とが 強 く望 まれ る次第である。
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総 論

1.調 査 研 究 の 目 的 と 経 偉

当 協 会 で は,コ ン ピ ュー タ ・シ ス テムの安 全性,信 頼性,効 率 性 等 の監 査 を

可能 にす る ことを 目的 と して,昭 和49年 に シ ステ ム監査 を提 唱 した。 シス テ

ム監 査 が 必要 とな って き た背 景 に は 多 くの要 因 が あ るが,要 約 す る とつ ぎ の よ

うに な る。

(1)産 業 ・社 会 の各 分 野 で コン ピュー タ利 用 の進 展 は め ざ ま し く,と くに 企

業 に おい て は業務 処 理 の 中枢 的 な役 割 りをは たす よ うに な って お り,そ の重

要 性 が ます ます 強 くな って きて い る こと。

② コ ンピ ュー タ ・シ ス テム には大 きな投 資 が と もな うため,投 資基準 が 必

要 で あ り,採 算 面か らの 評価 を 行 う必要 が あ る こ と。

(3)コ ン ピュー タ ・シス テム の運 用 に と もない,エ ラー ・事 故 ・犯 罪 ・プ ラ

イバ シ ー侵 害 など が問 題 と され,そ の対 策 が必 要 とな って きて い る こと。

(4)会 計 の コン ピュ ータ処 理 化 に と もな って,会 計 監査 の 面か ら会計 処理 シ

ステ ムの信 頼 性 確認 が 要 請 され て い る亡 と。

以 上 の よ うな観点 か ら,シ ステ ム監査 が必 要 不可 欠 と な って きた もので あ る

が,当 協 会 で は 昭和50年 度以 降,本 格 的 な調査 研 究 に 取 り組 み,つ ぎの よ う

な成 果 を あげ る ことが で きた。

昭和50年 度 は,シ ス テ ム監 査 の概 念 を明 確 に した。 す な わち,① システ ム

監 査 で対 象 とす る シ ステ ムの定 義,② システ ム監 査 の実施 基 準 お よび チ ェ ック

ポイン トの設定,③ シス テ ム監査 の 対 象業務 範 囲 の決 定,な ど か らシ ステ ム監査

を実 施 す る場 合の 着眼 点 を 明 らか に した。

昭和51年 度 は,シ ス テ ム監査 を定 義 す ると と もに,シ ステ ムの企 画 ・開発

・稼 動 段階 に お け る監 査 手順 を研 究 し,シ ス テ ム開発 チ ェ ック リス ト,シ ステ

ム運 用 チ ェ ック リス トを 公 表 したo
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昭和52年 度 は,ア メ リカに お け る シス テ ム監 査 の 実情 を調査 し,日 米 比 較

を試 み ると同時 に,シ ス テ ムの効 率性 の監査 を 可能 に す るため に シ ステ ム生 産

性 概念 の導 入 を提 唱 した。

本 年度 は,わ が 国 に お け るシ ス テム監査 の実 態 把握 に重 点 を置 き,ア ンケ ー

ト調査 な らびに ケー ス ス タデ ィを 中心 と した調 査 研究 に取 り組 ん だ。

2.調 査 結 果 に み る 実 態

当協会 の ア ンケ ー ト調 査(サ ンプル調 査,約5,000ユ ーザ)に よれ ば,シ ス

テ ム監査 の 普 及率 は 回答1,304事 業 体 の15%で あ り,実 施 事 業体 は32業 種

に 及ん で い る。

2.1実 施 の 状 況

まず,業 種別 にな が めて み る と,シ ス テ ム監 査 を 実施 して い る事業 体 は,金

融,化 学,卸 ・商社,運 輸 ・通 信 な ど,コ ン ピ ュー タ利 用 の普 及 して い る業種

ほ ど多 くな って い る。

つ ぎ に,コ ン ピュー タ ・シス テ ムの規模 別 に なが め る と,シ ス テムの 規 模 が

大 き くなれ ば な るほ ど,シ ステ ム監 査 の実 施 率 が 高 くな って い る。 た とえ ば,

超 大型 ユー ザ では,回 答 事業 体 の45.8%が シ ス テム監査 を実 施 してい るが,

小 型 ユ ーザ では8.5%で あ る。

さ らに,コ ン ピュー タ ・シ ステ ムの 型別 で は,オ ン ライ ン ・シ ステ ムが シ ス

テ ム監査 実 施 事 業体 の過 半数 を 越 えて い る。

以 上 の こ とか ら,わ が国 に おけ るシ ステ ム監 査 の導 入 は,コ ン ピュ一一タ利用

の普 及 して い る業 種 ほど,し か も大 規模 シ ス テ ムを保 有 してい るユ ーザ で あれ

ば あ るほ ど,さ らに オ ン ライ ン ・シ ステ ム を運 用 してい るユ ーザ ほ ど早 く着 手
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して い る といえ よ う。

2.2監 査 の 実 態

システ ム監査 の実 施 につ い ては,公 認 会計士 に よ るシス テ ム監査 を 受 けた事

業 体 が 最 も多 く,つ ぎ に内 部 監査 人 に よ るシ ステ ム監査 の 実 施 が つ づ いて い る。

そ して,こ の両 者 で過 半数 を越 え てい る。

シ ステ ム監査 人 に よ るシ ス テム監査 を実 施 して い る事 業 体 は,現 段 階 で は ま

だ 少 な い。

シ ステ ム監 査 の主 体 を,コ ン ピ ュー タ ・システ ムの規 模 別 で な が め てみ ると,

規 模 が大 き くなれば な る ほど,内 部 監 査人 に よる シ ステ ム監査 が実 施 され,か

つ,シ ス テム監査 人 を 置 い て い る事 業体 も増 え る。 規模 が 小 さ くなれ ば な るほ

ど,内 部 監査 人 や シ ステ ム監 査 人 に よる シ ステム監査 の 実施 が 少 な くな り,公

認 会 計 士 や監査 役 に よ る シス テ ム監査 の実施 が増 え て い る。

詳 細 につ いて は各 論1で 述 べ る こ ととす るが,本 年度 ア ンケ ー ト調 査 で は,

実 施 され た シ ステ ム監査 の 内容等 の把 握 までには 至 ら な か っ た。 これ らの点

は今 後 の課題 で あ る。

3.ケ ー ス ス タ デ ィ

本 年度,ケ ー ス ス タデ ィを行 った趣 旨は,わ が国 の シス テ ム監査 お よび その

関連 分野 に おけ る先 進 的 な ケ ース を紹 介 し,広 く参 考 に 資す る こ とを 目的 とし

た もの であ る。
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3.1金 融 機 関 に お け る シ ス テ ム 監 査 の 実 際 例

ここで は,わ が 国 で最 もシ ス テム監査 体制 が 進 んで い ると いわれ る銀 行 を取

り上 げ る こ と と し,研 究 素 材 として シ ステ ム監 査 へ の取 り組 み 力が 異 る銀行 を

3行 と りあげ た。

銀行 では,コ ン ピ ュー タ導 入 前 か ら,検 査 制 度 ・店 内検 査 制 度 ・精 査(照 査)

などの伝 統 的 な 内部 統制 が完 備 してい たが,コ ン ピ ュー タ利 用 の急速 な普 及 に

と もな って,業 務 処 理 の 力法 に も質 的 な変化 が お こ り,内 部 統制 の力法 に も コ

ン ピ ュー タ環 境 へ の対 応 が強 く求 め られ る よ うに な って きた わけ で あ る。

現 在,シ ステ ム監 査 を実 施 して い る銀行 の 実施 内容 ・力法 には,か な りの 相

違点 が み られ るが,規 定 ・基 準 な どの 整備 を 重視 し,そ の遵 守性 の 面か ら着 手

してい くのが 共通 した傾 向 で あ る。

また,シ ステ ム監 査 人の組 織 上 の位 置 づ けは,つ ぎの3つ に分類 で き る。

⑤ 独 立 型 … … 内部 監 査部 門所属

⑥ 部 門監査 型 …… コン ピュー タ部 門所 属

◎ 中 間型 … … 兼 務 あ るい は検査 部 か ら コ ン ピ ュー タ部 門へ の派 遣(常 駐)

具体 的 には,シ ス テム 開発 ・運 用 段階 に お け る シ ステ ム監査 を実施 して い る

富士銀 行,運 用 段 階 を 中心 に 実施 して い る第一 勧 業 銀行,総 合 オ ン ライ ン ・シ

ステム開発 時 か ら シ ス テム監 査 を実施 し た東京 都 民 銀行 を と りあげ た。

詳細 に つ いて は,各 論 皿,皿,IVで 述 べ る。

3.2費 用 対 効 果 に 関 す る 調 査 分 析 の 実 際 例

昨年度報告書 「システム監査 の現状 と問題点」において,シ ステムの効率性

監査が今後の研究課題の1つ として,新 たにシステム生産性概念を構築す る必

要があることを提唱 した。

この システム生産性 を念頭 に置 き,こ こでは効率性監査の観点か ら,費 用対
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効 果 分析 で成果 を あげ て い る新 日本製 鉄 の 例を研 究 素材 として と りあげ た。 ま

ず,同 社 の効率 性 の 分析 は,つ ぎの3つ の 観点 か ら成 って い る。

⑤ コン ピ ュータ ・ア ウ トプ ッ トを所 与 の もの と考 え,そ れ に対 す る設備 ・

要 員 の投 入 が 合 目的 的 で あ るか。

⑥ 個別 の コン ピ ュー タ ・シ ステ ムが ど の よ うな機 能 を は た し,ど の よ うな

効果 を もた ら して い るか。

◎ コン ピ ュー タ ・シ ステ ムが 全体 と して どの よ うな成果 を もた ら して い る

か。

⑤ につ いて は コン ピ ュ'一夕の 更新 等 の 際 に,⑤ は プ ロジ ェ ク ト採 用 決定 の際

お よび 開発後 一 定 期 間 を経 て,◎ は シス テ ムの範 囲 が大 き くな り,ま た歴 史 的

な積 み重 ねが な くな り⑤ の集 計 で は間 に 合わ な くな る場 合に行 われ る。

こ こで は,◎ の観点 につ い て考 察 して み た。 つ ま り,シ ス テム生 産性 の観 点

か らは,シ ステ ム総 生 産 性 に 該 当 す る部 分 で あ る。

詳細 につ い て は,各 論Vで 述 べ る。

3.3公 認 会 計 士 の シ ス テ ム 監 査 演 習 例

ここでは,公 認会 計士が行 うシステム監査の監査手続 き,と くに汎 用監査 プ

ログラムを用 いた試査 を具体的にどの ように適用すべきかの実証的演習を とり

あげた。

演 習において,参 加者は,ま ず 日本公認会計士協会編 「電子計算機 を使用 し

た会計組織 に対す る内部統制 質問書(改 訂案)」 を用いて,模 擬企業 に対 して

基本項 目の質問を行 いその回答 を入手 す る。

つぎに,そ の結果 を検討 して補充質問を行いなが ら検証 す る。参加者 は,こ

の過程で模擬企業 の内部統制 の整備 状況 を把握 しなければ な らない。 また,会

社 が回答 した内部統制項 目が,実 際に有効に機能 してい るかど うかの遵守性 の

試査 も行わなければな らない。
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以上のよ うな,内 部統制の検討お よび評価の結果 として,ど のよ うな領域の

デ ータ処理 の信頼性 に問題 があるのかを論理的に考察 した うえで,監 査計画を

立案す ることを参加者 に求めている。詳細につい ては,各 論Wで 述べる・

4.シ ス テ ム 監 査 推 進 の た め に

本年度 は,シ ステム監査の実態把握 につ とめたが,シ ステム監査を実施 して

い るか ど うかは別 と して,そ の重 要性 につ い ては 共通 の もの とな って きて い る

と認 識 され る。

現 在,第 二 次 ・第三 次産 業 を 中心 と して,シ ス テム監 査 の実 施 に踏 み切 る企

業 が相 次 い で い る。 な かで も,大 手 の金 融機 関で は,コ ン ピュ ータ ・スペ シ ャ

リス トを シ ステ ム監 査 人 に育 て,総 合的 な シ ステ ム監査 に取 り組 む例 が 多 く見

受 け られ る。

一 般 的 に は
,シ ステ ム監 査 へ の認識 は高 ま って い る もの の,ア ンケ ー ト調 査

結果 にみ られ る よ うに,シ ス テム監査 を受 け た コン ピュ ータ部 門は15%に と

ど ま って い る。 今後,そ の普 及 が期待 され る ものの,そ れ を側 面か ら援 助 して

い くことが 必要 で あ る。

現時点 で指 摘 で き る こ とは,シ ステム監 査 に対 す る トップ ・マ ネ ジ メン トの

よ り一 層 の理 解 が必 要 で あ る こ と,コ ン ピュ ー タ ・シ ステ ムに 関 して経 験豊 富

な シ ステ ム監査 人 を 得 る ことに 困難 が とも な うこと等 を あげ る ことが で き よ う。

した が って,人 材 難 で あ れば あ る ほど,コ ン ピ ュー タ部門 自か らが,開 発 され

た シ ステ ム の内 部牽 制 上 の妥 当性 が 第三 者 に認 め られ るよ うな体 制(部 門監 査

)の 充 実 を は か る こ とが必 要 で あろ う。 そ して,そ の過程 で,リ スクに対 して

安全 対 策 上 の手続 きを確 立 して いか なけれ ば な らな い。
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4.1マ ネ ジ メ ン ト上 の 基 本 原 則 の 確 立

コ ン ピ ュー タ適 用 業務 の範 囲 が広 くなれば な るほ ど ,効 率 性 ・信 頼 性 ・安 全

性 等 の観 点 か ら,シ ス テ ム監 査 の ニ ーズが高 くな る。

しか し,と くに民 間企 業 にお い ては,シ ステ ム監査 人 を置 い て い ない場 合で

も,何 らか の 形 で部 門監 査 に取 り組 ん で い る例が増 加 して い る こ とも事実 で あ

る。

そ こで,部 門監査 とい うこ とに 問題 が あ るか もしれ ない が,こ こ では,コ ン

ピュ ー タ部 門 の マ ネジ メ ン トが取 り組 む べ き システ ム監査 的職 務 を 部 門監 査 の

内容 と して 検討 してみ た い。

コ ン ピ ュー タ部 門 が 部 門監 査 と して 重視 す べ き こ とで,最 も基 本的 かつ 重要

な こ とは,組 織 管 理 面か ら内部牽 制 が 自然 に行 われ る よ うにす る こ とで あろ う。

そ して,そ の基 本 と な る こ とは,つ ぎの3点 を制 度 的 に確 立 して お くこと とい

え よ う。

⑤ プ ログ ラマ とオ ペ レー タは組織 的 に分 離す る こ と。 少 くと も,同 二 業 務

に つ いて は完 全 に 分離 す る ことが 内部 牽 制 上の基 本原 則 で あ る。

⑤ エ ラーを犯 さな い人 間 は い ない とい う前提 に立 ち,シ ステ ム ・テ ス ト体

制 を組織 的 に確立 す る必要 が あ る。 た とえば,テ ス ト・ケ ースの設 定,テ ス

ト結果 の確 認 は,プ ログ ラマ以外 の者 に行 わせ る など のル ール化 で あ る。

◎ 存 在 しな い規 定 は守 る ことが で きな いわ け で あ るか ら,開 発 手 順 等 に 関

す る重 要 事 項 は,文 書化 した規定 として 作成 し徹 底 させ る こ とが重 要 で あ る。

4.2危 険 性 分 析 の 実 施

昭和53年6月 に発 生 した宮城 県沖 地 震 は,東 北 地 力 に大 きな被 害 を もた ら

したが,そ の 被害 は コ ン ピュー タ ・シス テ ムに も及 んだ。 この地震 は,コ ン ピ

ュ ータ関係 者 に,安 全性 問 題 の 重要 性 を あ らため て認識 させ る結果 と もな った
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の で あ る。

4.2.1コ ン ピ ュー タ ・シ ステ ム をめ ぐる危険 性

安全性 問題 を と りあげ る場 合 は,ま ず,ど の よ うな危 険性 が 潜在 的 に 存在 す

るか を検討 しな けれ ば な らな い。 そ して,そ の潜在 的 危険 性 に 対す る対策 を検

討 す る ことが 必要 とな る。

コン ピ ュー タ利 用 に と もな って発生 す る可 能性 の あ る危険 性 と して は,大 き

く次 の よ うに 分 け られ る。

第1は,悪 意 の介 在 しな い エ ラー,す な わち人 間 に よ る過失 であ る。

第2は,意 図的 に ダ メ ージや 損害 を 与 え よ うとす る破壊 行 為 。

第3は,利 得 を 目的 と した犯罪 行 為。

第4は,地 震 ・風 水 害等 の 自然現 象 に よ って 発生 す る事 故。

そ して,こ れ か らは,第5の 危険 性 と して プ ライバ シ ー侵害 を加 え な けれ ば

な らない。

4.2.2危 険 性 分 析

以上 のべ た各 種 の危 険 性 は,具 体 的 に どの よ うな形 で発生 して くるの か 予測

が 難 か しい 面 が あ る。 したが って,コ ン ピ ュー タ ・セ ン タの建 設,新 しい シス

テ ムの 開発,あ るい は現 状 の 見 直 しをす る場 合等 に お いて は,そ の規 模 ・内 容

等 を十分 に 吟 味 した上 で,そ れ相 応 の 危険 性 分析 を実 施 す る ことが必 要 で あ る。

そ して,危 険性 分析 を実 施 す るに あた って は,そ れ ぞれ の組 織 体 ご とに,独

自の危 険性 分析 手 続 きや手 法 を 作成 して お くべ きで あろ う。以 下,手 続 き作 成

の 際 の参考 ま でに,一 応 の手 順 を示 す 。

① コン ピ ュー タ ・シ ス テムの 価値,情 報 の価値 の 分析 ・評価 お よび把 握

② 考 え られ る危 険 性 の種 類

(検 討 の 際に 留意 す べ き事項 は つ ぎの とお り)

O組 織 体 の事 業 内容
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O組 織 体 の対 外 的 イ メー ジ

O立 地 条件

Oシ ス テ ムの規模 と処 理 内容

O出 入 りす る人間

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

障害発生 による影響 の分析

発生頻度の予測

発生 した場合の損害額 の計算

保護策 の検討 および コス ト計算

保護策 をとった場 合と,と らない場 合との コス ト評価

バ ックアップ体制 の検討

安全水準 の決定

保険付保 の検討

4.2.3シ ステ ム監 査 人 の役 割 リ

危 険 性 分析 の実施 につ い て,シ ステ ム監 査 人 が は たす 役割 りと して は,ま ず,

危険 性 分析 の実 施 をル ール化 させ る よ うな方 向 に コン ピュー タ部 門 の マ ネ ジ メ

ン トを動 かす こ とで あろ う。 そ して,そ の結果,危 険性 低 減 が 十 分 に は か られ

て い るか ど うかを確認 しなけ れ ば な らな い。

つ ぎに,安 全性 監査 を十 分 に実 施 し,問 題点 の解決 を はか る よ うに す る と と

もに,監 査 結 果 を危険 性 分析 手 続 きに フ ィー ドバ ックし,手 続 き 自体 の充 実 を

は か る よ うに 仕 向け る こ とも重要 で あ る。

な お,シ ステ ム監査 人 が,安 全 性 監査 を実 施 す るに あた って,チ ェ ッ ク リス

ト等 の材 料 を持 って い ない場 合,昭 和52年4月 に通産省 が公 表 し た 「電子 計

算 機 シ ステ ム安 全対 策基 準 ⊥ を参 考 に す るの が有効 であ る。
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1ア ン ケ ー ト調 査 の結 果

は じ め に

当 協 会 で は,毎 年 コン ピ ュー タ利 用状 況 調査 を実 施 して い るが,昭 和53年

度 調 査 に おい ては シ ステ ム監査 に関 す る質 問 項 目を新 た に加 え た。 質 問 の 内容

は,① コン ピ ュー タ部 門が シ ステ ム監 査 を受 け た ことが あ るか ど うか,② あ る

場 合は 誰 れ が シ ス テ ム監 査 を実 施 した か,の2点 で あ る。

な お,こ の調 査 で は,前 提 条件 と して,シ ステ ム監査,シ ステ ム監査 人,内

部 監 査 人 を つ ぎ の よ うに定 義 した。

シ ス テ ム監 査 につ い ては,昭 和51年 度 報告 書 「シ ステ ム監査 体 制 確立 へ の

道 」 で定義 した と お り,「 シ ステ ム監 査 とは,監 査 対 象か ら独 立 した客 観 的 な

立 場 で,コ ン ピ ュー タを 中心 とす る情 報 処理 シ ステ ムを総 合的 に点 検 ・評 価 し,

関 係 者 に 助言 ・勧 告 す る ことをい い,そ の有効 利 用 の促 進 と弊 害 の 除去 とを同

時 に 追求 して,シ ス テムの 健全 化 を は か る もの で あ る」 とした。

シ ステ ム監 査 人 の定 義 に つ いて は,「 シ ステ ム監査 人 とは,内 部 監査 人 で コ

ン ピュ ータの知 識 を もち,コ ン ピュ ー タ関連 業 務 の監 査 を主 た る業 務 と して い

る人 」 と した 。

内 部監 査 人 の定義 につ い て は,「 内部 監査 人 とは,社 内の監 査 部 ・検 査 部 ・

考 査 部 な ど と称 され る監 査部 門の要 員 を さす 」 と した。

以 下 は,そ の 分析 結 果 で あ る。

1.シ ス テ ム 監 査 の 実 施 状 況

今 回調 査 で の シ ステ ム監査 に関 す る質 問 項 目へ の回答 数 は,1,304事 業 体

で あ る。 そ して,シ ステ ム監 査 を受 け た こ とが あ る コン ピ ュー タ部 門 は15%

(196事 業 体)で,残 り85%は 受 けた こ とが ない。(表1.1参 照)

この数 字 は,比 率 と して低 く,シ ス テ ム監査 の普 及 ・定 着 に 多少 の不 安 を覚
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表1-1業 種 別 シ ステ ム監査 実 施状 況

業 種 別 あ る な い 計

農 ・林 ・漁 ・狩 猟 ・水産 養殖 業 1 1 2

鉱業 0 2 2

建設業 7 34 41

食品製造業 6 30 36

繊維工業 5 36 41

紙 ・パ ル プ ・紙加 工 品製 造業 1 14 15

新聞 業 ・出版業 4 15 19

印刷業 ・同関連産業 1 7 8

化学工業 15 66 81

石油製品製造業 4 8 12

窯業 ・土木製品製造業 3 16 19

鉄鋼業 6 23 29

非鉄金属製造業 ・金属製品製造業 8 48 56

一般機械器具製造業 9 43 52

電気機械器具製造業 11 76 87

輸送用機械器具製造業 6 37 43

精密機械器具製造業 3 26 29

その他の製造業 11 49 60

卸 業 ・商 社 13 79 92

小売業 8 33 41

金融業 30 78 108

証券業 ・商品取引業 0 6 6

生 命保 険 業(含 代理 業 ・サー ビス業) 2 4 6

損害 保 険 業(含 代理 業 ・サ ー ビス業) 1 2 3

不動産業 1 10 11

運 輸 ・通 信業' 12 54 66

電 力 ・ガ ス事 業 4 13、 17

放送業 3 8 11

広告 ・調 査 ・情報 提 供 サ ー ビス業 1 7 8

情報 処 理 サ ー ビス業 ・ソフ トウェア業 6 66 72

医療業 0 9 9

宗教法人 0 0 0

高校 0 9 9』

大学 4 36 40

その他の教育機関 0 14 14

学術研究機関 0 6 6

法人団体 ・農協 5 53 58

そ の他 の サ ー ビス業 2 19 21

政府 0 0 0

地方公共団体 3 71 74

合 計
196

(計15.0)

1,108

(85.0)

1β04

(100)
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え る もので は あ るが,提 唱 して5年 とい う ことを考慮 す れ ば,む しろ当然 の こ

とか も知 れ ない。 ただ,シ ステ ム監 査 を受 けた ことが あ る196事 業 体 が,一

次 ・二 次 ・三 次 産業 お よび 公務 に わた る32業 種 に 及ん で い る こ とは,シ ステ

ム監査 のす そ野 が広 が りつ つ あ る こ とを物 語 る喜 ば しい傾 向 と評 価 す る こ とが

で きよ う。

つ ぎ に,業 種 別 に見 る と,シ ステ ム監査 を 受 け た こ とが あ る事 業 体 の 多 い力

か ら上 位6業 種 で全 体 の 約47%を 占め て い る。

金 融 業

化 学 工 業

卸 ・ 商 社

運 輸 ・通 信 業

電気機器製造業

その他の製造業

(事 業 体)

30

15

13

12

11

11

(%)

15.3

7.7

6.6

6.1

5.6

5.6

計 92 46.9

この6業 種 は,1978年 版 コン ピ ュー タ白書 に よれば,い つれ も1業 種 で

1,000セ ッ ト以 上 の コン ピュー タ ・シ ス テムを 設置 して い る9業 種 の 中に 含 ま

れ て い る。 この こ とか ら,コ ン ピュー タ利 用 の普 及 して い る業種 ほ ど,シ ステ

ム監査 へ の取組 みが進 んで い る とい う ことが で きよ う。

さ らに,コ ン ピ ュー タ ・シ ステ ムの 規模 別 に,シ ステム監 査 の実 施 状 況 を な

が め て み る と,つ ぎの とお りで あ る。

超 大型 シ ス テ ム45・8%

大 型 シ ス テ ム23.6%

中 型 シ ス テ ム11.1%

!」・型 シ ス テ ム8.5%

この数 字 は,当 然 の こと と思 わ れ るが,コ ン ピュ ー タ ・シ ステ ムの 規模 が 大
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き くな る程 シ ステ ム監 査 の実 施率 が 高 い こ とを示 してい る。(表1-2参 照)

また,コ ン ピ ュー タ ・シ ステ ムの型 別 に,シ ステ ム監査 の実施 状況 を なが め

る と,つ ぎ の とお りで あ る。

オ ン ライ ン ・シス テ ム100事 業体(回 答 総 数457)

オ フ ライ ン ・シス テ ム23事 業 体(同104)

バ ッチ ・シ ステ ム73事 業体(同789)

この よ うに,オ ン ライ ン ・ユ ーザ が,シ ステ ム監査 を実施 して い る196事

業 体 の過 半数 を越 えて い る。 しか も,本 調 査 へ の回 答総数 で は,バ ッチ ・ユ ー

ザ が 過 半 数 を か な り越 えて い るに もか か わ らず で あ る。 この こ とか ら,シ ス

テ ム監査 は,バ ッチ ・ユ ーザ よ り もオ ンライ ン ・ユ ーザ の力 に実 施 率 が 高 い こ

とを示 して い る。

表1-2シ ステ ム規模 別 シ ステ ム監 査 実施 状 況

項 目

規模別

あ

る

な

い
計

超 大 型
22

(45.8)
26

(54.2)
48

(100)

大 型
78

(23.6)
253

(76.4)
331

(100)

中 型
70

(11.1)
562

(88.9)
632

(100)

小 型
21

(8.5)
226

(91.5)
247

(100)

超 小 型
4

(12.9)
27

(87.1)
31

(100)

オ フ ィ ス

コ ン ビ ュ ー'タ

0 2
(100.0)

2
(100)

ミ ニ コ ン ピ ュ ー タ
0 8

(100.0)
8

(100)

型 別 無 記 入
1

(20.0)

4
(80.0)

5
(100)

合 計
196

(15.0)
1,108
(85.0)

1,304
(100)
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2.シ ス テ ム 監 査 の 実 施 主 体

シス テ ム監 査 を 受 け た ことが あ る196事 業 体 に つ い ての,シ ス テム監 査 の

実施 主体 は,表1-3に 示 す とお りで あ る。

公認 会 計士 に よ るシ ス テ ム監 査 のみ を受 け た のが70事 業体(35.7%)で 最

も多 く,つ ぎ に内部 監 査 人 に よ るシ ステ ム監査 のみ を実 施 して い るのが42事

業体(21.4%)と つづ いて お り,こ の両 者 で57%を 占 めて い る。

シス テム監 査 入 に よ る シ ステ ム監査 を実施 して い るの は23事 業体(11.7%)

で あ り,こ の うち11事 業体(5.6%)は,シ ス テム監 査 人 に よ る シ ステム監

査 の みを コ ン ピ ュー タ部 門 に対 して実 施 して い る もの で あ るo

つ ぎに,コ ン ピ ュー タ ・シ ステ ムの規 模 と監査 主体 との関連 を調 らべ る と,

図1-1の よ うに な る。

超 大型 ユ ーザ で は,70%以 上 が 内部 監査 入 に よ る シス テ ム監 査 を実 施 して

お り,20%以 上 の事 業体 に シ ステ ム監 査 人が お り,か つ,50%は 公 認 会計

士 に よ る シ ステ ム監 査 も受 け て い る。

大型 ユ ーザ にな る と,内 部 監 査 に よる シ ステ ム監査 の実施 は過 半数 に達 せ ず,

シ ステム監 査 人 の存 在 も少 な くな るが,逆 に 公認 会計 士 に よ る シ ステム監 査(D

比 重が 高 くな って い る。

中型 ユ ー ザ,小 型 ユ ーザ に なれ ば な るほ ど,内 部 監 査 人 や シ ス テム監 査人

に よる シ ステ ム監査 の実 施率 が低 くな り,逆 に公認 会 計 士 の 役割 りが増 して い

る ことが わ か る。

さ らに,前 述 し!Cシ ス テ ム監 査 の実 施 例 の 多い6業 種 の みに つ いて 集計 した

結果 を表1-4に 示 す 。 全体 と比 較 してみ る と,ま ず,シ ステ ム監査 人 に よ る

シ ステ ム監 査 の実施 は,全 体 で11事 業 体 で あ るが,こ の6業 種で8事 業体を占

め て い,る。 同様 に,シ ス テ ム監 査 人 ・内部 監 査人 の場 合 の2事 業 体 は,い ず れ

も6業 種 で あ る。 シ ステ ム監査 人 ・内部 監 査 人 ・公認 会計 士 の場 合 は,'全 体5

事 業体 の うち,6業 種 で4事 業体 で あ る。 シ ステ ム監 査 人 ・公認 会計 士 の場 合
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も,全 体3事 業体 の うち6業 種 で2事 業 体 とな って い る。

す なわ ち,こ の6業 種 は,全 体 と比 較 し た場 合 に,シ ステ ム監査 人 の 比率 が

高 く,し た が って,シ ス テム監 査 が他 業 種 よ り一 歩 進 んで い る とい う こ とが で

き る。

表1-3シ ステ ム監査 の実 施 主体

監 査 主 体 回答数 %

シス テ ム監 査 人 11 5.6

内部監査人 42 21.4

監 査 役 5 2.6

公認会計士 70 35.7

シ ステ ム監査 人,内 部 監 査 人 2 LO

シ ス テム監査 人,内 部 監 査 人,公 認 会計 士 5 2.6

シ ス テム監査 人,内 部 監 査 人,監 査 役,公 認 会 計士,そ 1 0.5

の他

内部監査人,監 査役 2 1.0

内部監査人,監 査役,公 認会計士 3 1.5

内部監査人,公 認会計士 15 7.7

シ ス テム監 査 人,公 認 会計 士 3 1.5

シ ス テム監 査 入,そ の他 1 0.5

監査役,公 認会計士 4 2.0

監査 役,そ の他 1 0.5

公認会計士,そ の他 3 1.5

そ の 他 13 6.6

無 回 答 15 7.7

合 計 196 100
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大
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大
型 型 型 型

大
型
千型 小型

大
型 型 型 型

内 シ .監 公
部 ス 査 認

監 テ 役 会
査 ム 計
入 監 士査

人

システム監査実施率シス テ ム規 模 別 、・監 査 主体 別図1-1
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表1-4シ ステ ム監 査 の実施 主 体(6業 種)

業 種 別

システム監査
の主体

金

融

業

化

学

工

業

卸

・

商

社

電
気
機
器
製
造
業

運

輸

通

信

業

そ
の

他
の

製

造
業

計

システム監査人 3 2 1 2 8

内部監査人 5 2 3 2 7 2 21

監 査 役 2 2 4

公認会計士

1

9 8 5 3 2 3 30

シ ステ ム監査 人,内 部 監 査 人 1 1 2

シ ステ ム監査 人,内 部監 査 人,公 認

会 計 士
4 4

内部監査 人,監 査役 1 1

内部監査 人,監 査役,公 認会計士

1

1 1 2

内部監査 人,公 認 会計士

1

4

.

1 1 6

シ ス テ ム監 査 人,公 認 会計 士 1 1 2

監査役,公 認会計士

1

1 1 2

そ の 他

.

1 1 2 1 5

無 回 答

.

2 1 2 5

合 計

一

30 15 13 11 12 11 92

一17一



皿 富 士 銀行 に お け る シ ス テ ム監 査

は じ め に

当行 で の コン ピ ュー タ導入 は 昭和35年 で,最 初 の ア プ リケ ー シ ョン は預 金,

貸 付 の利 息 計算,決 算 事務,統 計 資料 作 成 など営 業 店事 務 の オ フ ライ ン集 中か

ら始 ま った。 そ して39年 に は東 京 に事 務 セ ン ターを,44年 には大 阪 に事務

セ ン ター ビル を建 設 し本 格 的 な集 中処理 を 開始 した。

昭 和42年 には預 金 オ ン ライ ン,44年 には 為替 オ ン ライ ンが稼 動 し,い わ

ゆ る第1次 オ ン ライ ン ・システ ムが ス ター トした。 これ と併行 して 外 国 為替 業

務,給 与 計 算,建 物 什器 償 却,株 式 業 務 な どバ ッチ処 理 に よ る適 用 業務 の拡 大

と,割 引 手形,代 金 取立 手 形 の 集 中保 管,集 中取立,MICR利 用 に よ る手 形

交換 事 務 の 機械 化 など現物 処 理 の集 中化,機 械 化 が行 われ た。

昭 和49年11月 に は,コ ン ピ ュー タお よび端末 機 器 を一 新 した 全科 目オ ン

ライ ン,い わ ゆ る第2次 総 合 オ ン ライ ン ・シ ステ ムが ス ター トを切 り今 日に至

って い るo

この 間 を コン ピュー タ部 門 の 内部牽 制 と い う観 点 か ら振 り返 って み る と,39

年 には 開発 部 門 とオ ペ レー シ ョン部 門 を組 織 的 に分 離独 立 させ,オ ンライ ンが

開始 され た42年 には 「プ ログ ラマ は オペ レー シ ョンせ ず,オ ペ レー タは プ ロ

グ ラ ミン グせず 」 の基本 ル ール を定 め た。

また,検 査部 に よる セ ン ター部 門 の検査 が,47年 には じめ て実 施 され たが,

これ は手形 現物 の保 管 管理 状 況,磁 気 テ ープ の保管 管 理 状況,作 業指 令書,コ

ン ソ ール ・シ ー トの管 理 状況 な どに つ いて,一 般営 業 店 に対 す る事務 検 査 と同

じ手 法 で行 わ れ た。

昭和50年 に な る と,セ ン ター部 門 に対 す る監 査 手法 の見 直 しと,開 発 部 門

に 対 す る監 査 手法 の開発 を 目的 と してrEDP監 査 グル ープ」 を設 置 し,検 査

部 兼 シ ステ ム開発 部 とい う発令 の独 立 組織 として位 置 づ け,監 査 シ ス テ ムの開
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発 に着 手 したo

まず 着手 したの は,セ ン タ ー各 課 の事務 取扱 ル ール を体 系 的 に整 備 して 「事

務 取扱基 準 」 と して制 定 す る作 業 で,実 際 に検査 を 行 いつ つ 基準 策 定 の一 助 と

も した。 また,シ ス テ ム開発 部 門 につ いて は,ド キ ュメン テ ー シ ョン ・ル ール,

テ ス ト ・ル ール な ど を 「シ ステ ム 開発 基 準 」の形 に ま とめ 上 げ る こ とを行 った。

内部 監査 体制 の確 立 の ため には,オ ペ レーシ ョンに して も シ ステ ム開発 に し

て も,業 務 遂行 の 「基 準 」 を制 定 す る必要 が あ る。 監査 は,各 部 門 が この 「基

準 」 に則 って,堅 確 か つ効 率 的 に業務 を 遂行 して い るか ど うか を チ ェ ックす る

こ とにあ るか らで あ る。

現 時点 では,プ ログ ラム ・スペ ックの監査,監 査 プ ログ ラム の開 発 の是非 な

ど の検討 課題 をかSえ て い る。以 下,① 当行 に おけ る コン ピュ ータ ・シ ス テム

構 成,② コン ピ ュー タ部 門 の組織 体 制,③ シス テム監査 部 門 の組織 的位 置 づ け,

④ シ ステ ム監 査 の 現況 につ い て紹 介 す る。

1.シ ス テ ム 構 成 と 開 発 ・運 用 部 門 の 組 織 体 制

当行 に おけ る シス テ ム監査 の現 況 を述 べ る前 に,ま ず コン ピュー タ ・シ ステ ム

の概 要 と関連 部 門 の組織 に つ いて 紹 介す る。

1.1コ ン ピュ ー タ ・シ ス テ ム の 概 要

1.1.1対 象 業 務

(a)オ ン ライ ン … … … 預 金,為 替,貸 付,外 国為 替,主 計,情 報 な ど営 業

店 全 業 務 と全 銀 デ ータ通 信,日 本 キャッシュサ ー ビス との外 部 接 続 シ ステ ム,

お よび本部 に お け る諸 計 数 の情報 検 索

(b)オ フライ ン … …… 給 与 計算,株 式,建 物什 器,有 価 証 券,各 種 口座振
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替業務,手 形関連 業務 など

1.1.2

(a)東 京IBM370-168

〃158

〃135

NCRC-200

沖4300

(b)大 阪IBM370-135

〃138

沖4300

保有 コ ン ピュー タ(53年12月 現 在)

3セ ッ ト

1セ ッ ト

1セ ッ ト

2セ ッ ト

4セ ッ ト

1セ ッ ト

1セ ッ ト

2セ ッ ト

1.1.3オ ン ラ イ ン 構 成

(a)プ ロ グ ラ ム

(b)

(c)

口座数

オ ン ライ ン取 引 量

リ ア ル タ イ ム4,200KB

オ ン ラ イ ン ・バ ッ チ 約4,000本

約1,200万 口 座

ピ ー ク 日1日 約140万 件
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東 京 セ ン タ ー

「 一 一 一 一 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 一 一 一 一 ー ー ー 一 一 一 一 ー ー ー ー ー ー 一 一 ー 一1

大 阪 セ ン タ

l
l
l

オ ン ライ ン ・ フ ァ イ ル

:
1

「 一 一 一 一 一 一 一 一 ー ー ー 一 一 一 一 ー 一 「

1
1
1
1

370-135

|

(中 継 セ ン タ ー)11

1

1

370-138

3705

L___

3705

370-168

オ ン ラ イ ン

370-168

バ ッチ兼 バ ッ クア ップ

370-168

オン ライン

3705

____」L____

3705

営 業 店

駕
端末

麗
西日本地区約60ケ 店

東 京 ぐ一ー 一大

営業 店

営業 店

黒 黒

各営 業店 と もす べ て2系 統 力 式 に よ る完全 バ ックア ップ体制 をしいている。

東 日本 地 区 約160ケ 店

図 皿 一1オ ン ラ イ ン 構 成 図

阪48Kボ ー 回 線4回 線

2,400ボ ー 回 線 約500回 線
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1.2開 発 ・オ ペ レ ー ション 部 門 の 組 織 体 制

システ ム開 発部 は係 制,オ ペ レー シ ョン部 門は課 制 を と り,そ れぞ れ の業 務

分 担 は下記 の通 りで,こ れ が シ ステム監査 の 対 象 部 門で もあ る。

1.2.1シ ステ ム 開発 部

※

副部長

シ ステ ム管理 係

業務 開発第一係

業務開発第二係

15名

図 皿_2シ ス テム 開発 部組 織 図60名

※ シス テ ム監 査 非 対象

総 務 係

・ コン ピ ュー タ ・シス テ ム基 本 計画

・ 投 資 ,予 算 管理

'プ ロジ ェ ク ト管理

・ 特 定新 規 プ ロジ ェ ク ト主幹

システ ム管理 係

・ シス テム運 営 管理
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・ 機 器 開発 管理

'コ ン トロール ・プ ログ ラム の開 発管理

●OSの 管 理

・ ドキ ュメ ン トの保管 管理

業務 開発 第一係

・ 預 金 ,為 替,情 報 の シス テ ム開発

業 務 開発 第 二係

・ 貸 出 ,外 国 為 替,本 部 事務,各 種 口座 振替 の シス テム開 発

MS係

・ 経 営 情報 に対 す る科学 的 アプ ロー チの研 究 開発

受 託課

・ 公 金 関係 の コ ン ピ ュー タ業 務 の 受託 に 関す るシス テ ム開発

1.2.2東 京 事 務セ ンター

※ シス テム監査 非 対 象

図 皿一3

160名

190名

150名

120名

70名

40名

55名

東 京 事 務 セ ン タ ー 組 織 図
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電子計算 第一課

・ 各種本部事務,給 与計算,口 座振替,振 込 などのバ ッチ ・システムの運

営管理

・ 受託業務 の運営管理

電子計算 第二課

・ オンライ ン ・システムとその周辺業務 の運営管理

・ オン ライ ン ・システムに関す る機器管理 ,営 業店端末機 の管理 および回

線管理

交換決済課

・ 手形,小 切手 などの交換決済 業務

・ 振込集中業務 および振込交換に関す る業務

事務集 中課

・ 手形等 の集中保管,管 理 業務お よび取立業務

為替決済課

・ 全銀為替,相 銀信金為替などの決済 業務

・ 本支店勘定 の付替

・ 文書為替 の照合整理事務

現金課

・ 現金 の総括事務

総務課

・ セ ンター ビルの運営管理

・ 合同発送 業務
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1.2.3大 阪 事 務 セ ン タ ー

電 子 計 算 課70名

事 務 集 中 課60名

現 金 決 済 課90名

務 45名

図 皿一4大 阪事 務 セ ン ター組織図

電子計算課

・ 東京 の電子計算 第二課 と同じ

事務 集中課,総 務課

・ 東京 と同 じ

現金決済課

・ 東京 の交換決済課,現 金課 と同じ

2.シ ステ ム監 査 部 門 の 組織 的位置 づけ

現 在,シ ステム監査 の 開発 お よび検 査 執行 の ア ドバイザ と して4名 の専 任 ス

タ ッ フを任 命 し,「 検査 部 兼 シ ス テム開 発 部 」 の発令形 態 を と って い る。 組織

的位 置 づ け を図 皿一5に 示 す 。

シス テ ム監 査部 門の組 織 的 位置 づ け に つい ては,① 開発 部 門,オ ペ レー シ ョ

ン部 門 か ら独 立 させ る こ とが 望 ま しい こと,② 一 方 理論 的 実践 的 に コン ビ ュ ー
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(随 時実施)

10

堵

3/

剰

3

5
月

-
(

事 務 セ ン ター各 課

監 査 は1年 ～1年 半 の サ イ クル(
)

に よ り1課 当 り7～8名 で実 施

図 皿一5シ ステ ム監査 部 門の 位置 づ け

タ ・システ ム 関連 ノ ウハ ウを 身に つ け易 い組 織 的 位置 づ けを与 え る必要 が あ る

こ と,こ の相 反 す る条件 を満 足 させ るに は,シ ス テ ム監 査 部門 の業 務 を2つ に

分 け る こ とに よ り解 決 され るとの考 え方で,監 査 システ ム の開発(監 査 施行 へ の

助 言 を 含む)と 監査 実 施 の 両部 門 に分 けて い るo

シス テム監 査 は,① 専 門的知 識 を要 す るし,② シ ステ ムは ニ ー ズに応 じ絶 え

ず追 加修 正 が 行 われ る。 したが って,シ ステ ム監 査 部 門 は,シ ス テ ム開発 部 門

の独 立 した組 織 として位 置づ け,シ ス テ ムに 関す る情報 を絶 えずキ ャ ッチで き

るよ うに す る と と もに,監 査 の執行 も行 う(検 査 部 が主 体 的 に行 うが,こ れ に

対 し専 門的 見地 か ら助言 を 行 う)必 要 が あ るの で,両 部 兼 務 の発令 形 態 で独 立

の 組織 と して位 置 づ け た わけ で あ る。

コ ン ピ ュー タ ・シ ステ ムは絶 えず,新 規,修 正,チ ュ ン ア ッ プ が行 わ れ て

い る。 す なわ ち,① 外部 要 因 に もとつ く新規,変 更,② ユ ーザの ニ ー ズ に も と

つ く新 規,修 正,③ シ ステ ム効 率化 を 目的 と した修 正,チ ュンア ップ,④ 新 し

い ハ ー ドウ ェア の導 入(CPUの レベル ア ップ,MSSな ど新 規 ハ ー ドの導 入)

に と もな う シ ステ ム変更 など で あ る。 これ らの変 化 を,絶 えず肌 で キ ャ ッチ し
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て おかないとシステム監査 とい って も形式的監査 になる可能性があ る。 また,

システムの新規修正 について も,部 内の独立 した立場から監査的観点 に立 って

ノ

ソ フ トウェア あ るいは オ ペ レーシ ョンに つ い て助 言 を行 い,シ ステ ム開発 段 階

に お いて チ ェ ック して お くこ とが,シ ステ ム の堅 確性 確保 の 面で 有意 義 か つ 効

率 的 と判断 され る。

3.シ ス テ ム 監 査 の 内 容

シ ス テム監 査 の主 眼 は,シ ステ ムの 「信頼 性 」 と 「効率 性 」の チ ェッ クで あ

る が,こ れ はハ ー ドウ ェア構 成,シ ス テム設 計,プ ログ ラム設 計,プ ログ ラム

・テ ス トな ど の管 理 面 と,オ ペ レ ーシ ョン管理 の2つ の側 面 につ い て行 われ る

必 要 が あ る。 そ して,ど ち らも業 務 遂行 「基 準 」 が制定 され,こ の 「基 準 」 に

も とつ い て業 務 処理 が 行 われて い るか ど うか の チ ェックが制 度 的 監査 を行 う場

合の 絶対 要 件 で あ るよ うに思 われ る。

制 度 的 シ ステ ム監査 の実 施 に あ た って,と くに専 門的知識 を 要 す るの は シ ス

テ ム開発 部 門 で あ り,ま た手 法 のむ つ か しい の もこの部門 で あ る。 なぜ な ら,

開 発 部 門 は シ ステ ム監査 の有無 に か ～わ らず,本 来 業務 は効 率 化 で あ り,ま た

プ ログ ラム の信頼 性 堅持,プ ロ グ ラム ミス 防止 策 の種 々の対 策 が 自衛 的 に行 わ

れ る のが 自然 だ か らで あ る。

当行 の場 合 も,従 来 か らプ ロ グ ラムの信 頼 性,効 率性 確保 の ため 種 々の ル ー

ル を 作 って管理 して い る。 前 に も述 べ た よ うに,40年 代 の は じめ か ら 「プ ロ

グ ラマは オ ペ レーシ ョン せず,オ ペ レー タは プ ログ ラ ミン グせ ず 」の基 本 ル ー

ル を実行 してい る。 また,プ ログ ラム ミス 防止 の ため,ド キ ュ メン トとプ ログ

ラ ミン グ手 法 の標 準化 を行 い,担 当 者 が代 って も理解 し易 い条 件 を整 え る と と

もに,テ ス トケ ースに つい て も第 三 者 に よ るチ ェ ックを制 度 化 して い る。 これ

を 「テ ス ト ・ア ドバ イザ 」 と呼 称 して い る。
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1つ の フ。ロジ ェク トは,通 常 リー ダ,サ ブ リー ダの もと,10～15名 の 開

発 要 員 で構 成 され るが,多 くの 場 合,サ ブ リー ダ とベ テ ラ ン係 員1名 に 対 して

「テ ス ト・ア ドバ イザ 」の 発令 を行 い,テ ス トケ ー スの選定,テ ス ト手 法 に つ

い て プ ログ ラム監 査 的角 度 か らチ ェッ クを行 う体 制 を敷 い て い る。

テ ス ト ・ア ドバ イザ制 度 を設 け た理 由 は,過 去 に発生 した プ ログ ラム ・エ ラ

ーに よ る トラブル の ほ とん ど が ,通 常 は発生 しな い例外 事 項 の処理 もれ や,テ

ス トケ ー ス 不足 で あ った とい う経 験 に も とつ い て い る。 これ らを未然 に防 止 す

るた め,経 験 豊 富 な第三 者 に よ り,プ ロ グ ラマ 自身で は気 が つ か ない よ うな例

外 ケ ー スを考 え 出 して や るこ と,お よび テ ス トケ ース不足 を カバ ー して や る こ

とに 主 眼 を置 き,プ ログ ラム経験 の少 い 者,あ るい は プ ログ ラムは 強 い が業 務

経 験 が浅 い者 に対 して,種 々の 角度 か ら助言 ・指導 す る こ とを 目的 として お り,

同時 に監 査 的機 能 も果 た して い る。

また,こ の よ うな制 度 が定 着 して いれ ば,シ ス テ ム監 査人 に とって最 も難 し

い 分野 で あ る開発 過 程 の監査,と くに現 段 階 で は不 可能 に も近 いプ ログ ラム監

査 分野 に お いて,テ ス ト手 法 の妥 当性 の監 査 をす れ ば 相当 の 役割 りを果 たす こ

とに な り,そ の よ うな方向 に持 って い くとい う布 石 の 意味 もあ る。

一 方 ,オ ペ レーシ ョン部 門 に つ いて は,「 オペ レー シ ョン業務 指示 」,「 デ

ー タ の保管 管 理 」
,「 オペ レー シ ョン」 の3つ の職 務 に 分 けて係 を構 成 し,相

互 牽 制 を 行 い うる運 営 体制 に して い る。

開発 部 門 に お け る 「シ ステ ム開発 基 準 」 も,オ ペ レー シ ョン部 門 に おけ る

「事 務 取 扱 基準 」 も,従 来 の種 々の経 験 を ベ ースに ま とめ あげ た もので,シ ス

テム監 査 は この基 準 通 りに 業務 運営 が行 われ て い るか ど うか を実 地 検査 す るわ

け で あ る。 以 下,開 発,オ ペ レー シ ョン両 面の シス テ ム監査 の 内容 に つ いて そ

の概 要 を述 べ るo
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3.1シ ス テ ム 開 発 関 連(EDP監 査 グ ル ー プ 主 管)

「シ ステ ム開発 基 準 」 は,① シ ステ ム開発 の プ ロ セス(シ ス テ ム開発 決 定 ま

で の手 順,開 発 の各 段階 に おけ る ドキ ュメ ン トの作 成 力法 な ど),② 進捗 状 況

の 管 理,③ ドキ ュ メ ン トの登 録 管 理,④ シ ステ ム開 発 に係 わ る各種 詳 細 基準

(還 元 資料設 計 ル ール,フ ロー チ ャ ー ト作成 ル ール,プ ログ ラム作成 ル ール,

デ バ ッグ ・ル ール,MTの 借用 ル ー ル,プ ログ ラム授受 ル ール など)を 定 め て

い るが監 査 の 内容 は以 下 の通 りで あ る。

3.1.1シ ステ ム開 発 段階 で の監査

① 各種 検討 会 ・報告 会 へ の参加

開発 部 門 に お け る定 例会議 と して 全 グル ープ リー一一ダ参加 に よ る週1回 の ス

ケ ジ ュール会 議 と,四 半期 ご との業 務計 画 会議 が あるが,こ れ に監 査 グル ー

プ か ら代表 者 を参画 させて い る。 この 目的 は,監 査 とい うよ り コ ン ピュ ー タ

・シ ステム の 内容 の変 化 を絶 えず 肌 でキ ャ ッ チ させて お く必要 が あ るか らで

あ る。 また,シ ステ ム検討 会へ の参 加 は,監 査 的 角度 か らの 助言 を 目的 と し

て い るo

② 検討 書,コ ン ピュー タ ・シ ス テ ム設 計 書 の レ ビュー

●

●

●

●

●

標準 化 され た 規定通 り作成 され て い るか

承認 の記録 は あ るか

各種 コン トロール,チ ェ ッ ク ・シス テ ムの 有無

異例 処 理 が妥 当 か ど うか

シス テ ム ・テ ス トの手法 が 妥 当 か ど うか

な ど の レ ビ ュ ー で あ る 。

3.1.2シ ステ ム実 施 後 の監査

① ドキ ュメ ン ト管理 状 況
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開発 関 連 ドキ ュメ ン トと して,シ ステ ム開発 協議 書,コ ン ピュ ー タ ・シ ス

テ ム設 計書,プ ログ ラム仕 様 書,シ ステ ム運用 解説 書,シ ス テ ム実 施 報 告書,

の6つ が あ るが,こ れ らの ドキ ュメ ン トの 登録 状況,保 管 状 況,貸 借 状 況 な

ど をチ ェックす る。

② プ ログ ラム管理 状況

リアル ・プ ログ ラム,バ ッチ ・プ ログ ラムの それぞ れ に つい て登 録 状 況,

保 管 状況,貸 借 状況 の チ ェ ッ クの ほか,在 庫 精 査 とセ ン ター部 門 との授 受 状

況 につ い て チ ェックす る。

③ 磁 気 テ ー プの管理 保管 状 況

テ ス ト用 のデ ータ ・テ ープ,ブ ラン ク ・テ ープ,プ ログ ラム ・テ ープ など

の保 管,オ ペ レー シ ョン部 門 との貸 借 の状 況 に ついて 借 用元 帳,現 物 で監 査

を行 う。

3.2オ ペ レ ー ション 関 連(検 査 部 主 管)

前述 の よ うに,オ ペ レー シ ョン部 門 は,「 オペ レーシ ョン業 務 の 指示 」(結

果 の チ ェ ック も含む),「 デ ー タの保管,管 理 」 と 「オ ペ レーシ ョン」 の3つ

の職 務 に分 けて 係 を構成 し,相 互 牽 制 を行 い うる運営 体 制 に して い るが,「 事

務 取 扱 基準 」 もこの体制 をベ ース に作 られて お り,シ ステ ム監 査 の 内容 は概 略

以 下 の通 りで あ る。

3.2.1オ ペ レー シ ョン業 務 指 示関 係

① 諸 報告 の受 付

・ 来 翰 物 の授 受状況 の チ ェ ック(受 領 票 と来翰 簿 の チ ェ ック)

② イ ンプ ッ ト・デ ー タの作成

・ デ ー タ内容 の確認 状況(送 付 票 と内容 デ ー タのチ ェ ッ ク)
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・

④

・

⑤

・

・ パ ンチ外 注 時 の デ ー タの授 受状 況

・ 外注 費 用 の支払 管理(パ ンチ ・カ ー ド納 品 と請求 費用 の チ ェ ッ ク)

③ ア ウ トプ ッ ト・デ ー タの 確認

・ ア ウ トプ ッ ト・デ ー タの 内容 確 認 状 況(JOBLISTと デ ー タ ・ トー タ

ル の チ ェッ ク)

作業 の進捗 管 理状 況

各 種 資料 の発 送,諸 報告 類 の返 却

●

・

⑥

.

発 翰 物 の発送 管理 状 況

オ ン ライ ン ・シ ステ ムの監 視

オ ン ライ ン ・シ ステ ムの ス ター ト,終 了時 の管 理

端 末,回 線 障 害管 理 状況(機 器 トラ ブル 修理 などの管 理 状 況)

中央 監 視 用端 末機 の使 用 状況 チ ェ ッ ク

ラ ン ブ ックの管理

シ ス テ ム開発 部門 との授 受(磁 気 テ ー プの 内容 などが 記載 して あ る の で

そ の管 理 状況 の チ ェ ック)

・ 保 管 ,管 理 状況

3.2.2デ ー タの 管理,保 管 関 係

① オペ レーシ ・ン記録 の管 理

・ オペ レーシ ョン指令 書 の 内容 チ ェ ッ ク,コ ン ソール ・シ ー トとの確 認 状

況(指 令 書 の検 印,指 令 書 の な い オペ レー シ ョンが ない か の チ ェ ッ ク)

・直勤務 交替 時 に おけ る引継 ぎ状 況

・ 保管 状 況 の チ ェ ック

② 磁 気 テープ管理

・ 作 業 担 当者 との授 受状 況

・ 在 庫 元帳 と現物 との照 合

・ 他 課 ,外 部 との貸 出借 用 状 況,元 帳 の記録 状 況
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●

●

③

●

●

④

●

新規購入,品 質管理,廃 棄処分 のチェック

保管状況

デ ィスクパ ック管理

在庫元帳 と現物 との照合

保管状況

プ ログラム管理

システム開発部門 との授受(プ ログ ラムの授受 およびその使用開始 日な

どの チ ェ ッ ク)

・

⑤

…

⑥

.

⑦

保管 状 況

帳 票 管理

発 注 ・納 入 チ ェ ック

入 出庫 管理 状 況

在 庫元帳 と現物 との照 合

コン ピュ ー タ室 へ の入室 管 理

キー カ ー ドの管理 状況

自店 検査 の実施 状況 チ ェック

3.2.3オ ペ レー シ ョン関係

① コン ピュー タ作 業 スケ ジ ュール 管理

・ ス ケ ジ ュール表 の作成 状 況

・ ス ケ ジ ュール表 と実 際 の作業 との照 合

② オ ペ レー シ ・ン

・ 作業 依頼 係 とのデ ー タ授 受 状 況

・ オペ レー シ ョン指令 書 と稼 動 実績 の照 合

・ コ ン ソール ・シ ー トの点 検

・ オペ レー シ ョン ・ トラ ブル管 理 状況

③ オペ レーシ ・ン体 制
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・ シ フ ト ・ ロ ー テ ー シ ョ ン と コ ン ピ ュ ー タ 日 誌 の チ ェ ッ ク

④ 機 器 管 理

・ 障 害 時 の 管 理
,メ イ ン テ ナ ン ス 状 況

む す び

以 上 が 当行 に お け る シス テム監査 の現 況 で あ る。 現 在検討 中の 問題 は,独 立

した 第三 者 で あ るEDP監 査 グル ープ が,プ ログ ラム監査 に どの 程 度 タ ッチす

べ きか とい う問題 で あ り,具 体 的 に はつ ぎの と お りで あ る。

① テ ス ト ・デ ー タを 自ら作成 して チ ェ ックす る。 あ るいは テ ス ト ・デ ー タ

を 指定 して ラン させ る。

② シ ステ ム ・テス トへ の立 合 い に よ る検証 。

③ 監 査 プ ログ ラムを 作成 して チ ェ ックす る。

これ らは,経 験 豊 富 な監査担 当者 に と って も非 常 にむ つか しい問 題 で あ り,

と くに③ は,可 能 性,必 要性 と もに 十 分詰 め てみ る必 要が あ ろ う。

シ ステ ム の 開発 段 階 に おいて,ソ フ トウ ェアに組 み 込み うる ものは 組 み込 み,

ソ フ トウェ アで カバ ーで きな い領域 は,オ ペ レーシ ョンに お け る チ ェ ッ クポ イ

ン トとして,あ るいは ユ ーザ に おけ る チ ェ ッ ク ・シ ステ ム と して規定 化 す る こ

とが 重 要 で あろ う。 また,す で に稼 動 中の シ ステ ムに つい て も,こ の よ うな角

度 か ら常 に 見 直 しを行 い,新 しい問 題 を 発 見 し,「 シ ステ ム 」ヘ ア ドバ イ スす

る こと も重要 であ る。 当行 では,内 部 監 査 人 と して の シ ステ ム監査 専 任 者 の 本

来 使 命 は,ま さに この よ うな点 に あ る との考 え方 で システ ム監査 を推 進 して い

る と ころ で あ るo
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皿 第一 勧 業銀 行 に お け る シス テ ム監 査

は じ め に

当行 では,コ ン ピュー タ処 理 を め ぐ る内部 牽制 組織 づ くりにつ い て,か な り

以 前 か ら関心 を持 ち実 施 して きて い る。 しか し,こ の よ うな分 野 に つ いて,シ

ス テ ム監 査 の名 称 で体 系 的,理 論 的 に は じめ た の は,昭 和49年 の シス テ ム監

査 提 唱を 契機 と して い る。

1.オ ン ラ イ ン ・シ ス テ ム の 統 一 とEDP検 査 黎 明 期

1.1オ ン ラ イ ン ・シ ス テ ム の 統 一

当行 は,昭 和46年10月,旧 第 一銀 行 と旧 日本勧 業 銀行 が 合併 して 設立 さ

れ た銀 行 で あ る。 事務 の 集 中化,お よび コン ピ ュ ータに よ る事 務 の機 械 化 は,

合 併 前 の両行 に おい て,す で に相 当 な範 囲 に 亘 り推 進 されて い た。

と くに,い わ ゆ る第一 次 オ ン ライ ン と称 され る預 金業 務 ・為 替 業務 の全 店 ネ

ッ トサ ー ビスは,両 行 と もそれ ぞ れ独 自の シ ス テムを運 営 して きて お り,使 用

コ ン ピ ュー タ も,旧 第一 はFACOM,旧 勧 銀 はIBM(預 金),HITAC

(為 替)と 相 異 な る機 種 で,事 務 セ ン ターに つ い て も東 京 ・大 阪 に そ れぞ れ2

ケ所 とな っ てい た。

合併 時 点 で の コ ンピ ュー タ部 門 に お け る大 きな課題 は,オ ン ライ ン ・シ ス テ

ムを暫 定 的 に統一 す る こと と,次 期 シス テ ムの構 築 準備 に取 りか か る こ とであ

った か ら,一 応 の シ ステ ム統 一 を実現 した後,さ らに新 しい端 末機 の研 究,開

発 を 含 め た第2次 総 合 オ ン ライ ン ・シ ステ ムの 開発 に着 手 した。

約3年 を経 て,52年2月 に第2次 総 合 オ ン ライ ン ・シ ステ ム(HOPS)に

一34一



至 ったoHOPSと は,HEARTON-LINEPROCESSINGSYSTEM

の略 で,HEARTは 当行 の シン ボル で あ る 「ハ ー ト」を意 味 して い る。

HOPSは,FACOM230-75を4セ ッ ト使用,営 業店 に おけ る預 金 業 務,

為替 業務,貸 付 業 務,外 国為 替 業務 を対 象 と し,営 業 時間 中に機 器 障 害 が発 生

して も,常 時,営 業店 が オ ンライ ン ・サ ー ビス を受 け られ る,い わ ゆ る ノー ダ

ウ ン ・シ ス テム と な って い るo

また事 務 セ ン ターの統 合は,東 京 が50年 に,大 阪 が47年 に それ ぞ れ新 し

い セ ン ター ・ビル を建築 し,移 転 入 居 す る こ とに よ り完 了 した。

1.2EDP内 部 牽 制 組 織 の 定 着 とEDP検 査 のは じま リ

こ ＼で,新 銀行 発足 以 降,今 日に 至 る までの コ ン ピュー タ部 門 に お け る基 本

的 内 部牽 制 体制 と内部 検査 の変遷 に つ いて振 り返 ってみ る。

企 業 が保 有 す るハ ー ドウ ェア,ソ フ トウ ェア を,か りに個人 的 に利 用 し よ う

とす る場 合,そ の利用 者 が 自由 に コ ン ピ ュー タ ・ル ームに入室 可能 で,デ ー タ

・フ ァイル に も簡単 に近 づ け る環 境 下 にあ り
,か つ本 人 自身が プ ログ ラム作成

能 力,コ ン ピュ ータの操作 技術,お よび基 本 ソ フ トウェアの利 用 技 能 を備 え て

お れば,そ の動 機 が不正 を意 図す るか,個 人 的研究 が 目的 かは 別 と して も容 易

に 利用 す る こ とが で き る。 いいか えれ ば,職 務 と して オペ レー タ ・プ ロ グ ラマ

・ライ ブ ラ リア ンの三 者 の事務 分 担 が 不 明確 で
,相 互 に牽制 す る機能 が実 質 的

に職 場 に根 付 いて い ない状況 で あれ ば,企 業 の コン ピュー タ資 源 は任 意 に利 用

で き,好 ま し くない結果 を招 くことに な りかね ない。

当行 に お いて は,こ の基本 的 な内 部牽 制 体 制 は 当初 か ら確 立 し定着 して い た。

この三 者 の独 立 は,内 部牽制 の 面か ら採 りあげ られ た とい う意 味 の 他 に,作 業

量 の 飛躍 的 な向上 に とも ない,作 業 を効 率 的 に 処理 しなけれ ば な らな い とい う

事情 か らも促 進 され た ので あ る。

作 業 量 の飛 躍 的 な 向上 の原 因 は,営 業 店 オ ン ライ ン業務 の業 容 拡 大 と業 務 の
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多様化 にあ り,オ ンライン元帳 の更新 が 日中の営業店設置端末機か らのキー ・

インに もとつ く以外に,夜 間作業 として手形交換引落 し,公 共料金 ・給与 ・年

金などの 自動振替が事務 センターにおいて行われ,か つ翌朝 までに支店宛の還

元資料 を作成す るなど,夜 間の作業量が著 し く増加 して きたからで ある。

したが って,オ ペ レーシ ョンは三直勤務体制 を採用 しており,オ ペ レータ専

任制 は当然の こと 、な ってい る。 ライブ ラ リアンについても同様なことがいえ

る。保管す る磁気 テープの本数が多 く,そ の厳正 な入出庫管理,保 管管理を効

率 的に行 うに も,独 立 した係が必要 となったのである。

ところで,当 行の検査部による事務 センター電子計算各課 に対す る内部検査

の実施は,早 くから行 われて いたが,こ れ らは52年 以降に行われた内部検査

とは異 な り,事 前の準備や検査要領 の面で,EDP検 査 の特殊性 を充足す ると

ころ まで到達 で きていなか ったといえる。 すなわち,磁 気テープの現物 検査 を

行 った うえ,シ ステム運用部門における事務処理状況 を観察 ・聴取 して,こ れ

に対 し一般営業店における事務処理検査手法 を適用する形式 をとってい た。

当時,事 務セ ンターは,ま だ まだ歴史の浅 い組織 であり,次 か ら次へ と対象

業務が拡大 し新 しい事務処理力法 を採 用 して きたため,一 般営業店 に くらべれ

ば事務処理基準にば らつ きがでて くる傾 向 が あ った。 検 査 の手 法 や 検査 員

の予備知識が充足 されていなか ったにせ よ,銀 行内で独立 した内部監査組織 で

ある検査部 が立入 り検査を行 うこと 自体 には意義があ ったと思われ る。

検査部にEDP検 査要員2名 の発令があ ったのは51年 である。EDP検 査

要員は,当 時 の内外 の諸般の情勢 を背景 としたもの と想像 され るが,手 は じめ

になるべ く早 く効果 が現れる仕事 と して事務 セ ンター電子計算各課 に対す る検

査手法の整備 を計 ることをとりあげた。当時,EDP検 査の手引きは,あ るこ

とはあったが,過 去 の検査 の経験 をもとに断片的に書かれたものであって,コ

ンピュータ部門の経験者が体系的 に執筆 したものでないか ら,今 日か らみれば

概要的な内容 で具体的な ものではなか った。

検査 の手引 きとい うのは,EDP検 査 に限 らず,一 般的に検査要領,検 査帳
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票,具 体的な指摘事項 ならびに指摘事項の根拠 とな る事務手続 き,ま たは内規

が明記 されていなければ ならない。検査員 と検査を受ける側 とは,こ ρ)ルール

を もとに して指摘 し,納 得 し,改 善す る という関係 にあるわけだか ら,ま つル

ールの文書化整備が課題 となった。

一般営業店 における事務手続 きは,全 店共通 に使用するもので,手 続 きの制

定は事務部事務管理課が業務別に担当 し,そ の作成 基準 も定型化 されてい る。

これに対 し,事 務 センターの場 合は,各 課共通 事項や基本的 な管理要領 などは

回議書 により明確化 されていたが,特 定の係だけが行 う作業や,技 術的な事項

を多 く含む作業 については,組 織の拡大,処 理力法の変化 の激 しさに押 されて

ル ールの文書化が遅れ る傾向 もあったので,ま ずこれ らを一掃す ることに努め

た。当事者 にとっては,日 常の事務処理 を続けなが ら,同 時 に事務 処理ル ール

の文書化総点検を行 ったのであるか ら,な かなか大変なことで はあったが,こ

れを契機 としてルールの文書化 が完全に行 われ るよ うにな った。EDP検 査の

手引は,こ のル ールの総点検の過程で作成 されたのである。

2.シ ス テ ム 構 成 と シ ス テ ム 開 発 ・運 用 部 門 の 組 織 体 制

当 行 に お け るEDP検 査 の現 況 を述 べ る前 に,コ ン ピュー タ ・シ ステ ムの 概

要 とシ ス テム 開発 および 運用 部 門 の組 織 につ いて述 べ る。

2.1コ ン ピ ュ ー タ ・シ ス テ ム の 概 要

2。1.1対 象 業 務

(a)営 業店 オ ン ライ ン業務

預 金 業務(普 通,当 座,通 知,定 期,積 立,自 由円,別 段 の7科 目),為

替 業 務,貸 付業 務,外 国 為替 業 務,名 寄 せ シ ステ ム,⑧ 管 理 シ ス テ ム,CI

Fシ ス テ ム,夜 間 デ ータ電 送 シ ステ ム

(b)中 継 お よび 外部 接続 シス テ ム

全銀 デ ー タ通信 中継 シ ステ ム,日 本 キ ャ ッシ ュ ・サ ー ビス取 引 中継 シ ス テ
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ム,テ レ ッ ク ス 入 金 通 知 シ ス テ ム

(c)本 部 オ ン ラ イ ン 業 務

外 国 事 務 セ ン タ ー ・オ ン ラ イ ン ・ シ ス テ ム
,IMSオ ン ラ イ ン ・シ ス テ ム

(d)オ フ ラ イ ン 業 務

給 一与 計 算,株 式,証 券,建 物 什 器 ,各 種 口 座 振 替,・ 消 費 者 金 融 ほ か

2.1.2保 有 コ ン ピ ュ ー タ

(東 京)

FACOM230-75

1BM370-168

1BM370-158

HITAC8450

(大 阪)

IBM370-138

4セ ッ ト

1セ ッ ト

2セ ッ ト

1セ ッ ト

2セ ッ ト

lSW＼ICA

禁(顧 客元帳その他)

裟

雲

::¥c

ワ〔コ0

[?⊂1〔〕

StandAIOneC

SystemCon,r

MuLtipleProc

SingleProces

shDispenser

landD'tlb'Cpr

ll.「

CIUnit=通 信制御装置

LineUnit=回 線接続装置

図 皿 一1HOPSオ ン ラ イ ン ・シ ス テ ム 構 成 図
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2.2シ ス テ ム 開 発 ・運 用 部 門 の 組 織 体 制

当 行 の シ ステ ム開発部 門は シ ステ ム企画 部 が,シ ステ ム運用 部 門 は東 京 ・大

阪 の 各事 務 セ ン ターが所 管 して い る。 シス テ ム企画 部 は独立 した部 で あ るが,

事 務 セ ン ターは事 務 部 の 内局 と して位 置 づ け られ て い る。
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図 皿一2組 織 図

2.2.1シ ステ ム企 画部

(a)シ ス テ ム企 画 第一 課

預 金,為 替,貸 付,外 国為 替 な ど営 業 店 関係 オ ンライン業務 の システム開 発。

(b)シ ス テム企画 第二 課

給 与 計算,株 式,有 価 証 券,建 物 什 器,消 費 者 金融,各 種 口座 振 替,日 計
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・決算 な どの バ ッチ業務 お よび本 部 関係 オ ン ライ ン業務 の シス テ ム開発
。

(c)シ ステ ム企 画 第 三課

受託 業 務 の シス テ ム開 発。

2.2.2東 京 事務 セ ン ター

(a)電 子 計算 第 一課

営 業店 関係 オ ン ライ ン ・シ ステ ム とその周 辺 業務(全 銀 デ ー タ通 信,NC

S,テ レ ックス入金 通 知 な ど)の 運 営管 理 。

(b)電 子 計 算 第二 課

本部 関係 オ ン ライ ン ・シ ステ ム とバ ッチ ・シ ステ ムの オペ レー シ ョンお よ

び ライ ブ ラ リの管 理o

(c)電 子 計算 第三 課

公共 料 金,給 与,年 金 な どの 自動 振 替 お よび総 合振 込,登 録 振 込 な ど為 替

業務 の イ ンプ ッ ト,ア ウ トプ ッ ト ・デ ー タの管 理 な らび に キ ーパ ンチ業務 の

管理。

(d)電 子 計 算 第 四課

貸 付,外 国 為替,給 与,株 式,有 価 証 券,建 物 什 器,日 計 ・決 算 な どバ ッ

チ業 務 の イ ン プ ッ ト,ア ウ トプ ッ ト ・デ ー タの管 理 。

(e)電 子 計 算 第五 課

受 託 業 務 の イ ンプ ッ ト,ア ウ トプ ッ ト ・デ ー タの 管理 。

(f)回 金 課

現 金 の回送,ラ ジオ カ ーの運営 管 理o

(9)交 換 決済 課

手 形 交換 の処理(MICRソ ータの オ ペ レー シ ョンを含 む),歳 入 金,都 公

金,文 書 為 替 の と りま とめ事 務。

(h)手 形 集 中課

手形 類 の集 中処 理 。
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(i)事 務 集 中 第一 課

配当 金,地 方 公 金,公 共料 金 な どの と りま とめ 事務 。

(j)事 務 集 中 第二 課

為替 代行 業務,通 信 事 務ら

(k)事 務 集 中 第三 課

消費 者金 融 事 務 の集 中 処理 。

(1)庶 務 課

事 務 セ ン タ ー内の庶 務事 務,事 務 セ ンタ ーの建 物 ・付 帯設 備 ・施 設 ・什 器

の運 営 管理,文 書 の授 受,配 布 お よび発送 。

2.2.3大 阪 事 務 セ ン ター

(a)電 子 計 算 課

バ ッチ ・シ ス テム の運 営 管理,キ ーパ ンチ の管理 。

(b)回 金 課 ・交換 決 済 課 ・手形 集 中課 ・事 務 集 中課 ・庶 務 課

集 中対 象店 は 異 な るが,業 務 内容 は東京 事 務 セ ン ターの 同名 称 の課 とほ ゴ

同 じo

3.シ ス テ ム 監査 部 門 の 組 織 的 位 置 づ け

当行 では,検 査 部 に2名 のEDP検 査専 担 の 検査 員(EDP部 門 の経験 あ り)

を発令 し,い わ ゆ る シ ス テム監査 の研 究,企 画,推 進 を担 当 して い る。 実際 に

事 務 セ ンタ ーの検 査 に 臨 む場 合は,平 素 は一 般営 業 店 の臨 店 検査 を担 当 して い

る検査 員 が 多数 参 加 す る こ とに な るが,こ れ に つ い ては後述 す るこ とに した い。

検 査部 所属 の2名 とは 別 に,シ ステ ム企画 部 に約10名 の プ ログ ラム検査 班 が

いて,開 発 手 順 の 準拠 性 の点 検 とプ ログ ラム な らび に シ ス テム の信 頼性 の確 認

に あた って い るo
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4.事 務 セ ンタ ー電 子 計 算 部 門 に対 す る臨 店 検 査

具 体的 な検査 要領 は別 に述 べ る こ と 〉して,最 近 実施 した東京 事務 セ ン ター

電 算 部 門 に対 す る臨 店 検 査 の実施 状況 につ いて述 べ る。

(検 査 日程)約1週 間

(検 査 要 員)20数 名(EDP検 査 専 担2名 を 含 む)

(検 査対 象)電 子 計算 第 一課 ～ 第五 課

'(検 査 周期)約1年

検査 員 はEDP検 査 専 担2名 を除 き,平 素 は一 般営 業 店 の臨 席 検 査 を担 当 し

て い る者 で あ るか ら,臨 席 に先 立 ち,事 前 に電 子 計算 各 課 の業務 内容,コ ン ピ

ュー タ ・シ ステ ムの概 要 を説 明 す る とと もに,具 体 的 な検 査 項 目に つ いて検査

の手 引 に よ りオ リエ ンテ ー シ ・ンを実 施 した。 検 査 員 は コ ン ピ ュー タ部 門経験

者 が 好 ま しい に違 い ないが,現 時点 では やむ を得 な い。 一 般 検査 員 に と って,

近 づ きがた い のは技 術 用語 で あ ろ う との こ とか ら,検 査 の手 引 に 出 て くる コン

ピ ュー タ用語 につ いて は別冊 と して コ ンピ ュー タ用語 の解 説冊 子 を渡 して活 用

させ る ことに して い るo

EDP検 査 専担 要 員 は,オ ペ レー シ ョン係 と ライ ブ ラ リ係 の 所属 す る電 子 計

算 第 一課(営 業 店 オ ン ライ ン所 管)お よび電子 計 算 第二 課(本 部 オ ン ライ ン,

バ ッチ ・オペ レー シ ョン所管)を 担 当 し ,一 般 検査 員 の 指導 に あ た った。 イ ン

プ ッ ト,ア ウ トプ ッ トの デ ー タ管 理 を職務 とす るチ ェ ッカー部 門 に 関 して は,

平 素,営 業店 の預金,為 替,貸 付 な ど各業 務 に精 通 して い る検査 員 が担 当 し て

も検査 の手 引 があれ ば,ま ず 支障 な く検査 で き る。

と ころで,当 行 では,上 記 の よ うに電子 計算 各 課 に 対 し同 時期 に一 斉 に検査

を 実施 して い るが,こ の力 法以 外 に考 え られ るのは 各課 単 位 に 間 隔 を おい て検

査 を実 施 し,検 査 周期 は一斉 に実 施 した場 合 と同一 周期 で全 課 を 完 了す る とい

う力法 で あ る。 ・'

後者 の長所 は,課 単 位 の検査 員 数 が仮 に5人 とす る と,こ の 中にEDP検 査
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専担 が2名 入 り,専 担者 の指導力が強化 され るか ら検査の精度が高 まる とい う

点にあ る。 さらに,非 専担 の3名 も毎回電子 計算課の検査 に参加 させ るように

検査班 の編成 を組めば,専 担者の レベル までには達 しな くて も,あ る程度 まで

習 熟度 か 高 まる こ とが 期 待 で きよ う。

い ま1つ の メ リッ トは,同 一 メンバ ーの 検査 員 が各 課 を順 次 検査 す れ ば,課

の横 並 び比 較,す な わち 事 務管 理 お よび事務 処理 水 準 の優 劣が よ り明 確 に な る

の では ないか とい う ことで あ る。 た だ し,後 者 の方 法 に よ る場 合考慮 して おか

な けれ ば な らな い こ とが あ る。 その第1は,少 数 の検査 員 で磁 気 テ ープ の現 物

検 査 が で き るか とい うこ とで あ る。 当 行 の場 合は,こ の現物 検 査 を臨 店 初 日か

ら約1日 半 に亘 って ほs"全 員 の 検査 員 が行 って い る。 したが って,磁 気 テ ー プ

の現物 検 査 の あ り方 を 検討 し,別 に独 立 させ るな り,抜 きと り本数 を少 な くす

る な り,何 らかの工 夫 が必 要 とな ろ う。

第2は,コ ン ピ ュー タ作 業 が一 連 の流 れ とな って電子 計 算 各課 を横 断 しな が

ら進行 して い く実態 に対 し,一 部 の課 を検査 対 象 とす る と,処 理 過 程 に おけ る

作業 指示 書 やデ ー タの授 受 が両 面か ら同時 に検査 で きず,片 面か ら しか検 査 で

きな くな る ので は ない か とい う懸念 で あ る。 ,

これ に つい て は,必 要 な場 合に 関連 課 か ら も資料 の提供 を求 め る よ うに すれ

は,解 決 が つ く問題 か も しれ ない。 い ず れ に して も,当 行 の場 合,各 課 単 位 の

検 査 方法 は 検討 に値 す る と思 わ れ る。

5.監 査 マ ニ ュア ル の 構 成

検査員の主観や恣意に もとつ いて検査が行 われる危険を回避 するため,① 検

査項 目 検査手順 を明確に して お くこと,② 提出を求める検査対象帳票 類を決

めてお くこと,③ 準拠 す る事務手続 または内規 と関連づけてお くこと,④ 検査

を効率的 に実施す るため検査員に対す る必見の度 合,時 間のかけ力のめど どし

一43一



て検査 項 目に重 要 度 の ラン クを 定 め て お くなど を折 り込 んだ 監査 マニ ュアル

(検 査 の手 引)が 必要 とな る。 また,監 査 マ ニ ュアル の作 成 に あた って,被 監

査 部 門 に業 務 遂行 上 の規 準 とな る事 務 手続 または 内規 が制 定 され て い る ことが

前提 に な る。

まず,監 査 マニ ュアル の構 成 は,立 場 に よ って,そ の組 立 て 力が 異 な るが,

当行 で はつ ぎの よ うに考 えて い る。

1.全 般 統 制編

1.組 織

① 部 門 の独 立 性 ② 職 務 と権限 の明確 化

2.業 務 計画

① 業務 計画 の立 案 ・実 施 ・統制 状 況 ② 部 門 予算 の編 成 ・執行 ・統制 状

況

3.要 員管 理

① 要 員教 育 ② 要 員 配置 ③ 勤務 状 況管 理 ④ 健 康 管理

4.運 用制 度

① 承 認 制 度 ② 報 告制 度 ③ 文書 化制 度 ④ 標 準 化制 度

皿.業 務 処理 編

1.イ ンプ ッ トの 管理

① 原 資料 の受 付 と取扱 い ② デ ータ磁 気 テ ープの 受付 と取扱 い ③ イ ン

プ ッ ト ・デ ー タ の内容 確 認 ④ イ ンプ ッ ト・デ ー タの作 成 ⑤ デ ー タ類

の保 管

2.ア ウ トプ ッ トの管 理

① ア ウ トプ ッ トの チ ェ ッ ク ② ア ウ トプ ッ ト資料 の 発送 ③ 外部持 出 し

デ ー タ磁 気 テ ープの管 理

3.オ ン ライ ン業 務

① シ ステ ム運 行 状 況 の監 視 ② 回線 と端 末 の監 視

田.保 管管 理 編
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1.磁 気 テ ープ

① 入 出庫 と保 管 ② 外 部 や他 セ クシ ・ンとの 受渡 ③ 品質 の管理 と棚 卸

2.磁 気 デ ィス ク

① 入 出庫 と保 管 ② 品質 の管理 と棚 卸

3.プ ログ ラム(ロ ー ド ・モ ジ ュ,一ル と ソー ス ・プ ログ ラム)

{

① 登 録 と解 除 ② 貸 出 と返 却 ③ 保 管 と管理

4.ラ ン ブ ック

① ラン ブ ックの受 渡 ② 保 管 と管 理

5.帳 票類

① 入 出庫 と保 管 ② 在 庫 管理

6.重 要 フ ァイル

① シ ス テ ム ・フ ァイル の疎 開 ② 重 要 デ ー タ ・フ ァイル の疎 開

IV.オ ペ レーシ ョン編

1.ス ケ ジ ュール

① 申込 と決 定 ② スケ ジ ュール の変 更

2.オ ペ レーシ ョンの準備

① オ ペ レーシ ・ンの指示 ② オ ペ レー シ ・ン ・デ ー タ類 の受 付

3.オ ペ レーシ ・ンの実行

① オ ペ レーシ ・ンの実行 ② 作業 結 果 の確 認 と管理 ③ オ ペ レー シ ・ン

の 引継 ぎ

V.セ キ ュ リテ ィ編

1.施 設 の管理

① 設備,機 器 類 の 保守 ・管理 ② 防 災 体制 ③入 出館 管 理 ④ 警 備 体 制

2.電 子 計 算機 室 の 管理

① 電子 計 算機 室 入 出管 理 ② 終 業 時 チ ェッ ク

3.電 子 計 算機 の管理

① 電 子 計 算機 の保守 体 制 ②機 器 障害 対 策 ③ 機器 管 理
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以 上が シ ステ ム運用 部 門 に おけ る監査 マ ニ ュアル の基 本 的構 成 で あ るが,こ

れ らの狙 い と して い る点 は,① 全般 管 理 水準 の点検 評 価 ……(全 般 統制 編),

② エ ラー ・ミスの防 止 ……(業 務 処 理 編,オ ペ レーシ ・ン編),③ フ ァイル

な どの 不正 使 用 の防 止 … …(保 管 管 理 編,オ ペ レーシ ・ン編),④ 安全 対 策

の点検 評価 ……(セ キ ュ リテ ィ編)に あ る。

当行 の検 査 の手 引 は,前 述 の 監査 マニ ュアル の構 成 の考 え力 を踏 まえ て記 述

され て い るが,実 務 上 の立場 か ら営 業店 オ ン ライ ン業 務 とその周 辺 業務 に関 係

す る部分 は別冊 に まとめ て あ る。 検査 項 目ご とに関 係課 が表示 して あ るの で,

各 課 ご とに担 当 を命 ぜ られ た検 査 員 も,自 分 の点 検 す る検査 項 目を この表 示 に

よ って知 る こ とが で き る。EDP検 査 専 担 者 が,事 前 に一 般 検査 員 を 指導 す る

場 合 も,各 課担 当 グル ープご とに この 表示 に よ って 関 係事 項 の み解説 す る こ と

が で き る。

つ ぎ に,当 行 の具体 的 な検査 項 目の 中か ら,各 企 業 に と って 比較 的普 遍性 の

あ る磁 気 テ ープ の管理 を とり あげ,実 際 の 検査 の 面 か ら考察 して み たい 。

磁 気 テ ー プの管 理 に は,リ ール 管 理 と フ ァイル管 理 の両 面が あ る。 当 行 で は,

リール 管 理 は一 般 業務 か ら独 立 した ライ ブ ラ リア ンが行 い,フ ァイ ル管理 は業

務 を担 当 し て い る チ ェ ッカ ー が行 うの が原 則 で あ る。 ライ ブ ラ リア ンは,磁

気 テ ープを 物理 的 な記 憶 媒体 と して取 扱 い,そ の テ ー プが業 務 テ ープで あ るか,

保 存 テ ー プで あ るか な ど使途 別 区 分 は判 断 す るが,こ の テ ープ に収録 され たデ

ー タには 関知 しない で入 出庫 お よび保 管 を行 う
。

他 力,チ ェッカー は,磁 気 テ ープ に収 録 す るデ ータを フ ァイル管 理 表 に よ り

管 理 して い る。 チ ェ ッカ ーが この磁 気 テ ー プを 出庫 して も らうに は,自 分 の係

に あ る フ ァ イル 管理 表 か ら,こ の テ ープ の ア ドレス番号 を知 り,ラ イ ブ ラ リア

ンに 出庫 指 図 をす る。 ライ ブ ラ リア ンの 出庫 の手 掛 りは ,フ ァ イル 名 の ラベル

表示 で な く,格 納 位 置 を示す ア ドレス番 号 で あ る。 乙の よ うに,格 納 庫 か らテ

ープ を 出 庫 す るに は ,チ ェ ッカ ー と ライ ブ ラ リア ン と二 者 の手 を経 な い と出庫

で きな い牽 制 組織 とな って い る。 また,磁 気 テ ープ を フ ァイル と して と らえた
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場 合,フ ァイル は処理 過程における重要度,再 製の難度が異な るので,特 定 の

ファイルについては重要 ファイル と指定 して ファイル管理 を強化する取扱 い と

してい る。

テ ープの現物検査は① テ ープ本数が極めて多 くな って きた こと,② 検査 に時

間を要す ること,③ 格納 庫内の立作業で肉体 労働 で あること,④ 出庫 中のテ ー

プを追跡 確認す る必要 があること,⑤ コン ピュータで作成 され る台帳の勘定 日

と抜 き うち検査 日との期間移動分 の調整 を要す ること,な どの理 由か ら,か な

り手数のかXる 検査であ る。 なお,磁 気 テープの在高検査が,備 品 の検査 に終

らないよ う,あ くまで情報 ファイルの格納状況 を検査するとい う考え方から,

ライブ ラリ係の台帳 と現物 との突 合せ により,テ ープの在高を検査す るとい う

方法の他に,業 務処理 を担当す る課か ら重要 ファイルの ファイル台帳 を提 出さ

せ,こ れに もとついて該当す る情報 ファイル が指定 された格納位置にあるかど

うか検査す る方法 も併用 している。

最後 に,監 査結果 の評価について簡単 に触れてみ たい。 監査結果の評価は,

検査員 の主観や恣意 を排除す るためにも監査 マニュアルに もとついて行 われ る

のが望 ましい。 したが って,監 査 マニ ュアル は単に監査項 目を羅列 してあるだ

けでは不十分であ り,項 目ごとの重要度 が付記 されてい ることが必要 である。

評価は,こ の重要度を 目安に点検 した監査項 目ご とに,不 備事項を分類 ・整

理 して行 うことになるが,こ れだけでな く,す でに監査対象期間を通 じて発生

した エラーや ミスなどを も評価事項 として加味す ることが適当であろ う。

この評価結果 を数量化 し評点 として表示 す るかど うかについては,必 ず しも

評点に拘泥 す る必要はないと思われ る。銀行 の営業店に対す る臨店検査 では こ

のよ うな方法もとられているが,こ れは店舗数が 多 く相対評価 が可能であ るか

らである。評定は,あ くまで も不備事項 その ものを重視す る定性的 な方法が妥

当 なや り方 といえ るのではないだろ うか。
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む す び

当行 においては,検 査部に よるシステム開発部門の検査 は実施 していない。

しか しなが ら,こ の ことは,第 三者の立場 にあるEDP検 査専担者が システム

開発 部門に何 も関与 しな くて もよいとい う意味ではない。 内部統制の実質的 な

効果 のあ る機能を果すべ き範囲 は具体的に何かについて研究 を進めてい る段階

に ある。

当行 は,形 式的な監査はあ くまで も排除 し,企 業の実態 に即 したシステム監

査 のあ り方を追求するとともに,堅 実 な内部牽制組織 づ くりと定着 に努力して

い る。
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IV東 京 都 民 銀 行 に お け る シ ス テ ム 監 査

は じ め に

当行 では,昭 和52年4月 か ら始 まった第2次 総 合 オ ン ライ ン ・シス テ ムの

一 斉 開発 と並行 して
,事 務 部 に所属 す る シス テム監 査 グル ー プが 発足 し た。

1.コ ン ピ ュ ー タ ・シ ス テ ム の 概 要

1.1業 務 の コ ン ピ ュ ー タ 化 の 状 況

当行 は,44年 に普 通 預 金 のオ フ ライ ン処 理 を開始 して か ら約10年 を経 て

い るが,現 在 で は 主要 業 務 の ほ とん どが コン ピ ュー タ化 され るに至 って い る。

主要 な シス テ ム開発 の経 緯 は,つ ぎの通 りで あ る。

43年9月NCRC-200の 導 入決 定

44年7月 普 通 預 金 オ フ ライ ン処理 開始(NCRデ ー タ ・セ ンタ委 託)

45年8月 商業 手 形 オ フ ライ ン処 理 開始

45年9月 普 通 預 金 オ フ ライ ン処 理 開始(自 営)

以 降,48年4月 まで に預 金 と貸付 の主 要 科 目の オ フ ライ ン ・シ ス テムが稼

動 した。46年11月 に は,第1次 オ ン ライ ン ・シ ステ ム 用 と して,NCR

C-300の 導 入 を決 定 し,48年10月 の為 替 オ ン ライ ン ・シ ステ ムを皮 切 り

に,現 在 まで に預 金,日 計 シ ステ ムお よび全 銀 デ ー タ通 信,日 本 キ ャ ッシ ュ ・

サ ー ビス等 の外 部 接 続 シ ステ ムが 完成 してい る0

52年4月 か らは,CPU・ 端末 とも機種 を変 更 した 第2次 総 合オ ン ライ ン

・シ ステ ムの 開発 が始 った が ,シ ステ ム監査 グル ー プは,当 初 この 開発 プ ロジ

ェク ト ・チ ーム に参加 す る形 で 出発 した。
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1.2保 有 機 器

1.2.1現 行 シ ス テ ム

NCRセ ン チ ュ リ ー300… …

端末機

1.2.22次 シ ス テ ム

IBM3031
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図IV-1シ ス テ ム 購 成 図
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セ ン タ ー

J
電話回線

営業店

/

IBM

3031

IBM

3705

IBMIBMIBM

360136013601

(NLINE

FIIES

IBM

3031

lBM

3705

IBM

3705

IBMIBMNCRNCR,

36013601751751

営 業 店

L__________」

系 統 の 回 線 に よ る バ ッ ク ア ッ プ が 考 慮 さ れ て い る 。

〇 一 端 末IBM3604/13,3619NCRC-270
,

C-261ETC

図IV-22次 シ ス テ ム
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1.3組 織

コン ピ ュー タ関連 部 門 と内部監 査 部 門 は,次 図 の よ うな構 成 に な って い る。

株 主 総 会

　

　

　

　

フ
　

一

常
務
会
二

(21)(20)(9)(31)(35)(67)(12)(2)

53年11月30日 現在,()内 は員数

図IV-3組 織 図

検 査 部 は,主 と し て 営 業 店(65ケ 店)の 検 査 の 実 施 に あ た り,現 在 の と こ

ろ,コ ン ピ ュ ー タ 部 門 の 検 査 は 行 っ て い な い 。 ま た,事 務 部 内 の 事 務 分 担 は,
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以下 の通 りで あ る。

セ ク シ ョ ン 構成(員 数) 主 要 担 当 業 務

管 理 グ ル ー プ 事務指導役(2) ① 臨店事務指導

② ノー ミス運 動 の運 営

③ 事 務 研修 ・コン クール ・表 彰制 度 の運

営

事 務管 理(10) ① 営業店事務の企画

② 機械化 ・合理化予算の管理

③ 事務規程類 の制定 ・改廃

開 発 グ ル ー プ 2次 シ ステ ム 第2次 オ ン ライ ン ・シス テ ムの 開発

開 発(55)

現 行 シ ステ ム 現行 システムの維持

維持(5)

2次 シ ステ ム 2次 システムの事務規程類の作成

事務規程(7)

電 子 計 算 課 (35) ① 電子計算機の操作

② 電子計算機 処理に関す る入出力デ ータ

の処理

事 務 集 中 課 (31) ① 取立手形の集中事務

② 文書為替,文 書振込の集中事務

③ 電子計算機処理に関する入力データの作成

為 替 通 信 課 (9) ① 為替通知の送受信

② 為替勘定の集中決済

受 託 課 (20) ① 受託業務の事務指導統括と集中事務

② 電子計算機 処理に関す る入力デ ータ

(口 座振替関係)の 作成

交 換 回 金 課 (21) ① 手形 交換に関す る事項

② 本支店手許通貨の回金

③ 本部現金の出納
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以 上 の うち,シ ステ ム監 査 の対 象 と して い る部 門 は,開 発 グル ープ,電 子 計 算

課,為 替 通 信 課 の ほか,事 務 集 中課,受 託 課 の一部 で あ る。

2.シ ス テ ム 監 査 制 度 導 入 の 経 偉

2.1内 部 監 査 部 門 の ニ ー ズ

検査 の対 象 で あ る預 金 ・貸付 ・為 替 とい う銀 行 の主 要 業務 が,次 々に コ ン ピ

ュ ータ化 して ゆ くなか に あ って,当 行 の検 査 部 は,新 た に稼 動 した適用 業 務 シ

ス テ ムの理 解 と,そ れ に 対 す る検 査 方 法 の設定 を求 め られ て きた。 コン ピュー

タ処理 の部 分,す な わち,狭 義 の シ ス テムを ブ ラ ック ・ボ ックス と して い た従

来 の発想 で は,限 界 を感 じて い たo

また,監 査 証 跡 の問題 で は,か な りの種 類 の ア ウ トプ ッ ト資料 が 用意 され て

い るため,実 務 的 に は,点 検 を必 要 とす る事 項 につ い ての 記録 が消 滅す るとい

った事態 で は な いが,帳 票 のCOM化 と,会 計帳 簿 の形 式 が変 化 した こ とな ど

か ら,検 査 業務 の効 率 面か らの ニ ーズ もあ った。 当行 の場 合は,こ の よ うな内

部 監査 部 門 と して の問 題 が シ ステ ム監査 に発展 して い った もの で あ る。

2.2検 査 制 度 と シ ス テ ム 監 査

銀行の検査制度は,伝 統 的に,諸 勘定 の正確性の検証 と規程類 を基準 とした

遵守性 を中心に実施 されて きたのに対 して,シ ステム監査では,正 確性,信 頼

性 と同 じウエイ トで効率性 を重視 してい るほか,規 程化で きない分野 も対象 と

してい る。 また,開 発 レベルを対象 とする事前監査 の考 え方 も,従 来の検査制

度 のま 、では馴染 まないものが ある。

システム監査を制度化 して,継 続的に実施 してゆ くためには,そ の前提 とし
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て,シ ス テ ム監査 能 力 を持 つ要 員 の確 保 と,シ ス テ ム監査 の3つ の領 域 の うち ,

「適 用業 務 シ ステ ム 開発 」,「 コン ピ ュータ ・セ ン ターの 運 用 」 の2つ につ い

て の統 制 方 式 の確 立,い わ ゆ る,規 程 類 としての 「開発 基 準 」 「運 用 基準 」等

の制定 の問題 が あ る。

当行 の場 合,コ ン ピ ュー タ部 門 の歴 史 が浅 く,こ の2つ の問 題 に つ いて,今

後解 決 を 要す る点 が 多 々あ るが,監 査 実 施上 の降路 を明 らか に して,そ の 解決

の ため に勧 告 す る こ と も,現 段階 で の シ ステ ム監 査 の役割 り と考 え て い る。

ち なみ に,地 方銀 行63行 では,51年 上期 か ら実施 された 会計 監 査 人 に よ

る銀行 監 査 を 契機 と して,50年 頃 か ら システ ム監 査 を実 施 す る銀 行 が増 加 し

て きて い るが,53年11月 現 在,近 く実施 予定 の ところ を 含 め ると約半 数 に

達 して い る。 シ ス テ ム監査 の主 管部 門 は,コ ン ピ ュー タ部 門 の力 が 検査 部 を 上

廻 ってい るo

2.3導 入 時 の 形 態

当行 の シ ステ ム監 査 は,52年4月 の第2次 オ ン ライ ン ・シ ステ ムの 開発 開

始 を待 って,開 発 プ ロジ ェ ク トに参 加 す る形 で発 足 した。 次期 シ ス テ ムでは ,

ハ ー ドウ ェア の構 成 が一 新 され ,プ ログ ラム言 語 も変更 され るの で,要 員 の 知

識 の陳腐 化 を防 止 し,新 し い シ ステ ムに関す る情 報 を獲得 す るた め と,後 記 の

監査 シ ステ ムの 開発 の 目的 もあ って,こ の よ うな形 を と る ことに な った もの で

あ る。 したが って,監 査 の対象 は,現 行 シス テ ム関 係 を除 外 し,2次 シ ステ ム

開発 の 各段 階 を追 って実 施 す る よ う計 画 され た。

監査 対 象 に 現行 シ ス テ ムを加 え た際 に,シ ステ ム監査 グル ープ は,部 長 席 直

属 の形 に 変 更 され た が,主 と して 開発 グル ープ 内で 活動 して い る点 では現 在 も

同様 で あ る。
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部 長 席

1

リ ー ダ

プロジェク ト

(副 部長)

EDP監 査

(2)
開 発 統 括

1

(3)

1
CMF 預 金 為 替 貸 出 本 部 システム 移 行

(1) (6) (2) (3) (1) (5) (3)

図IV-42次 シ ステ ム開 発 グル ー プ組織 図

3実 施 状 況

3.1方 針

第2次 総 合 オ ン ライ ン ・シ ス テ ムの カ ッ ト ・オ ーバ ーは,54年 秋 の予定 で

あ るが,開 発 開始 か らの2年 数 カ月 は,シ ステ ム監 査 面か ら も,重 要 な意味 を

もつ期 間 で あ る。 シ ス テ ムに組 み 込 まれて い く統制 につ い て,そ の 内容 と作業

の状況 を,つ ぶ さに見 る こ とが で き,稼 動後 の 「適 用 業 務 シ ステ ム 」の監査 が

可能 で あ る ことを確 認 す る こ とに よ って,稼 動後 の修 正 を 減 少 させ る こ とが で

きるか らで あ る。 稼 動 後 に行 われ る検査 部 に よる営業 店 臨 店 検査 に お いて も,

この期 間 中に得 た 「適 用 業 務 シ ステ ムの統 制 ⊥ の知識 が重 要 と な るわ けで あ り

現 在 の シス テム監査 の組 織 上 の位置 づ けは,カ ッ ト ・オ ーバ ー まで の過 渡期 的

な 形 態 と考 え られ て い る。
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3.2EDP監 査 基 準 の 制 定

システム監査 グル ープの発足 の際,次 の項 目を含む標記の基準 を制定 した。

①

②

③

④

⑤

監査実施上の方針

監査員の権 限 と遵守事項

監査計画の方法

監査結果の発表

監査報告書

3.3監 査 の範 囲

3.3.12次 システ ム の 開発

開発 レベル は,基 本 設 計,詳 細 設 計,プ ログ ラム設 計,コ ーデ ィ ング ,パ ッ

ケ ージ ・テ ス ト,シ ス テ ム ・テ ス トの段 階 に 分け られ て い るが,こ の うち,基

本 設 計,詳 細 設計 に つ い て,設 計書 の レ ビューを実 施 して い る。 プ ログ ラム設

計以 降 は,シ ス テ ム ・テ ス トと ドキ ュメ ンテ ーシ ョンにつ い て実 施 予定 で あ る。

3.3.2現 行 シ ステ ム

昭和53年6月 か ら,コ ン ピュー タ部 門 担当 部長 の要 請 に よ って ,現 行 シ ス

テ ムを 監査 対 象 に加 え た が,2次 シス テ ムの監査 実 施 の上 で も,現 行 シ ステ ム

の問題 点 を把 握 す る こ とが 必要 で あ る。現 在 まで に実施 され て い る項 目は ,以

下 の通 りで あ る。

(a)プ ログ ラム作成 お よび 変 更手 続

追 加修 正 され た プ ログ ラムの登録 直後 の 時点 で,プ ロ グ ラム修正 ライ ンを

中心 に点 検 を行 う。 月間 登録 件 数 の30%以 上 の カバ ー率 を 目標 と してい る。

(c)MT・ デ ィス クの 保管

(C)オ ペ レーシ ョン管理
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そ の他 の項 目に つ い て も,今 後 段階 的 に実施 す る計画 で あ る。 な お,実 施 に

あ た って は,監 査 項 目ご とに監 査 手続 き(作 業 の手 順 ・使 用 す る資料 ・留意 事

項)を 作成 す るよ う心 が け て い る。

3.4監 査 要 員

事務部派遣,検 査部主任調査役

事務部調査役(コ ン ピュータ実務経験9年)

名

名

1

1

3.5シ ステム監査 担当者の業務分担

コ ン ピ ュー タ部 門 内 で の実 施 状況 は 以上 の 通 りで あ るが,担 当 者 の業 務 分担

に は,ほ か に次 の項 目が あ る。

3.5.1会 計 監 査 人 の シ ステ ム監査 の 窓 口

連 絡 お よび立 会 い。

3.5.2監 査 プ ログラ ム の 開発

検 査 部 が実 施 して い る臨 店 検査 の 分野 に おい て も,将 来,コ ン ピュ ータ利 用

監査 が 強 力 な監 査手 法 に な る もの と予想 され る。 シ ステ ム監 査担 当 者 が,2次

シ ステ ムに 向け て開発 中 の監査 シス テ ムは,監 査 業務 の 日程 の 合間 に作 業 を進

め て い る初歩 的 な もの で あ るが,先 行 き,サ ンプ リン グ等 の機 能 の 追加 が実 現

す れば,監 査 業 務 の効 率 と精 度 の向 上 に かな り役立 つ と思 われ る。

3.5.3検 査 部 臨店 検 査 の支 援

オ フ ライ ン処 理 の業 務 を対 象 に,単 純 な条件 抽 出を行 うプ ログ ラムを作成 し

て,臨 席 検査 に 利 用 して い る。 また,適 用 業務 シ ス テム につ い ての 情報 の提 供

一58一



も役 割 りの1つ で あ る。

4.コ ン ピ ュ ー タ 利 用 監 査

41範 囲

(1)監 査 対 象 業務 の うち,総 合オ ン ライ ン ・シ ステ ムの コン ピ ュ ータ処 理 さ

れ た業務 を対 象 と して,検 査 部 に よる定例 検査 お よび店 内 検査 の サ ポ ー トを

主 体 に,監 査調 書,監 査 資料 を 作成 す る。

(2)監 査 対 象 デ ー タは,総 合 オ ン ライ ン ・マ ス ター フ ァイル(CMF=Custo-

merMasterFile)と,CMF更 新 デ ー タ ・オ ン ライ ン ・ログ ・ファイル

(取 引 デ ー タ)よ り,バ ッチで 次 の もの を抽 出す る。

(a)CMFに 保 有す る項 目をKEYに して,単 純 に抽 出で きる もの

(b)CMFを 更新 した取 引 で,取 引 デ ー タの項 目をKEYに して,単 純 に

抽 出 で き る もの

(c)CMFを 更新 し た取 引で,CMFの 更 新 内容 を保 有 してい て容 易に条件

抽 出 で き るもの

(3)抽 出 対象 デ ー タの種 類

(a)異 常項 目

(b)例 外 項 目

(c)重 要 管 理項 目

(d)貸 出金残 高 お よび担 保 に関す る項 目

4・2処 理 形 態

(1)検 査 部(本 部 端 末機)よ り,オ ン ライ ン稼 動 中に,監 査 ス ケ ジ ュール ・
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フ ァイル(ASF)に 対 し,監 査 実 施 予定 店 ・同予定 日 ・監 査 対象 項 目等 の事

項 を,監 査 計画 作 成 時 に登 録 イ ンプ ッ トして お く。

(2)毎 日の オ ン ライ ン(当 日分 デ ータ処理)終 了後,バ ッチ にて,ASFの

登録 内容 に した が い,CMFお よび 取 引 デ ータよ り監査 対 象 デ ー タの抽 出を

行 う。

抽 出 デ ー タの種 類 に よ って は,監 査 対 象期 間 中 の全 部,ま たは一 部 を 累積

し保 有 して お く。

(3)監 査 実施 日の朝 一 番 で,ASFの 登録 内容 に したが い,前 日夜 の抽 出分

お よび 前 日まで に 累積 した 監査 対 象 デ ー タを プ リン トす る。

∈
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4 凸
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.

r
lCMF 」 抽 出 )●1 ⊆←

本 部
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営業店
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LINE

声/＼ 」
一 調書作成頃

き
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盈
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1
(

Lo9・ 抽 出

「1

」/ATR＼

ピ
r

＼

＼
● 累 積

7

～

ASF監 査 スケジ ュール ファイル

AMFA監 査 抽 出 マスターファイルA

AMFB〃B

ATR監 査 抽 出取 引 デ ー タ

図IV-4概

ATMF監 査 一 時 抽 出 マ スター フ ァイル

ATTR〃 取 引 デ ー タ

CMFCustomerMas'terFile

Log取 引 デ ー タ ロ グ

念 図
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4.3処 理 内 容

4.3.1抽 出 お よび 累 積 保有

(1)監 査 対象 デ ー タは,タ イ プを次 の4タ イ プに 分類 し抽 出 を行 う。

(a)Aタ イプ

基準 日(監 査 実 施 日の 前 日)現 在 のCMFよ り,基 準 日の夜 間バ ッチ に

て 条 件 抽 出 を行 う。

(b)Bタ イプ

毎 日,夜 間 バ ッチ にて,そ の 日現 在 のCMFよ り条 件抽 出 し,前 回基 準

日以 降,基 準 日まで累積 す る。

(c)Cタ イプ

毎 日,夜 間 バ ッチ にて,そ の 日の オ ン ライ ン ・ログよ り条件 抽 出 し,前

回基 準 日以降,基 準 日まで累 積 す る。

(d)Dタ イプ

オ ン ライ ン処理 モ ジ ュール にてCMF更 新 状態 を オ ン ライ ン ・ログに 付

加 して お き,毎 日の夜 間バ ッチに て,そ の内容 に よ り条 件 抽 出 し,前 回 基

準 日以 降,基 準 日まで累積 す る。

(2)監 査 対 象 デ ー タの抽 出は,監 査対象項 目ごとに,ASFに 抽 出 の要 否 を 登

録 して お く。

抽 出 プ ログ ラムで は,ASFを 参照 し,そ の登録 内容 に基 づ き,抽 出項

目 ・抽 出対 象店 等 の 決定 を行 う。

(3)ま た,監 査対 象 デ ー タの抽 出累積 量 が 不必要 に膨 大 に な らぬ よ う抽 出量

・保 有量 の制 限をASFに 登録 して お くこと もで き る。

この制 限 は,絶 対量 の制 限 の他,累 積 保 有分 に つい て は次 の 力 法 を設 け

たo

(a)1カ 月単位 で調書 を作 成 し,デ ー タを抹 消す る。

(b)常 時,最 近 ×カ月保 有 す る。(×=1・2・3・6カ 月)
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4.3.2監 査調 書 の作成

(1)抽 出 お よび累 積保 有 され た監 査 対 象 デ ー タ よ り,監 査 実 施店 のデL・一・タの

み 再 抽 出 を行 い,監 査 実 施 日朝 一 番 で監査 調書 を作 成 す る。

② 調 書作 成 プ ログ ラ ムでは,調 書 作成 に あた って 監査 実 施店 ご と,お よび

監査対象項 目ご とに,プ リン トの要 否 をASFに 照 合 し,検 査 部が 希 望 す る調

書 のみ を 作成 す る。

4.3.3ASF(監 査 スケ ジ ュー ル ・フ ァイ ル)

(1)ASFは 次 の 事項 を 保有 して い る。

(a)監 査 実施 店 お よび基準 日

(b)監 査 対象 項 目の抽 出の要 否(店 ご と)

(c)最 大 許容 デ ー タ量(監 査 対 象 項 目ご と)お よび 抽 出 ・保有 デ ー タ量,

許 容 限 度 を超過 した場 合 は廃 棄 デ ー タ量

(d)監 査 対象 項 目の調 書 作成 の要 否(店 ご と)

(e)ロ ッ トワー ド

(f)ASF登 録 記 録

(2)ASFへ の登録 は,監 査 実施 計画 が で き次第,上 記(a)～(d)を 本 部 端 末機

を使用 して行 って お く。

この登録 に基 づ き,監 査 シス テ ムの 各 プ ログ ラムは,抽 出 ・累 積 ・調 書 作

成 を.行 う。

(3)ま た,ASFは,QSに よ るパ ス ワー ドの フ ァイ ル保 護 の他,ASF自

身 で も ロ ック ワー ドを保 有 して お り,オ ン ライ ン端末 機 よ りの登 録 ・照会 は,

ロ ック ワ ー ドの イ ンプ ッ トを要 す る。

ロ ック ワー ドは,適 時,検 査 部 責任 者 に よ りオ ン ライ ン端末 機 よ り変更 登

録 が 可能 で あ る。
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V新 日本 製 鉄 に お け る費用 対 効 果 調 査 分 析

は じ め に

当社 に お け る コン ピュー タ費 用効 果 調査 分 析 は,昭 和46年 に 検討 が 開始 さ

れ,47年2月 に 第1回 調 査(46年 分)が ま とめ られ た。

この 時期 に こ う した調査 分析 が 始 め られ た理 由に は,次 の3点 が あ る。

①PCS導 入 の初期 か ら,機 械 化 ・シス テ ム化 の効果 を 測定 しよ うとい う

努 力 は絶 え ず続 け られ て きた。 しか し,コ ン ピュ ータ利 用 の初 期 段階 では,

財 貨 の価 値付 与 に 直接 寄 与 す る場 面が少 な か った ため,例 外 的 な場 合 を除 い

て,迫 力 の あ る調 査 結 果 は得 られ なか った。 しか し,40年 以 降,第 二 世 代

の コ ン ピュ ー タ利 用 が可 能 とな り,生 産 活 動 の 直接 的部 分 に まで 進 出す るに

い た って,コ ン ピュ ー タに よ る直接 的効果 も大 き くな った結 果,そ の効 果 の

定 量 的測 定 へ の関心 も高 ま って いた。

② 新 日本製鉄 は,45年3月31日,八 幡 製 鉄 ・富士 製 鉄 が 合併 して 発足

した。両 者 とも事 務 合理 化 には20年 代 末 のPCS導 入以 来,長 い歴史 を持

って い た。 また,合 併 時点 です で に,コ ン ピ ュー タの利用 範 囲 も広 く,質 的

に も高 い水準 に達 して い た。 しか し,こ う した 大規 模 な コ ン ピュ ー タ ・シ ス

テ ムの全 体 と して の 費 用効 果 に つ いて は,合 併会 社 とい うこ と もあ り,ま た

長 い歴 史 的 な積 み重 ね とい うこ と もあ って,必 らず し も明 らか に され て い な

か ったo

合併 後 一年 を経 過 し,緊 急 を要 す るシステム調 整 もほぼ完 了 し,懸 案 として

残 され て い た販 売 管理 シ ス テム(受 注一 生 産 一 出荷 一代 金請 求 と い う本 社 ・

製 鉄 所 を つ な ぐ情 報 ル ー トを コン トロール す る)の 合併調 整 の ため の抜 本 改

訂 も,47年4月 本 番 実施 の 目度 が つい て きた。 こ うした 時期 に,原 点 に帰

って,コ ン ピ ュー タ ・シ ステ ムの 費用 効果 を見 直 そ うとす る意 見 が 出て き た。

③ 君 津 製 鉄所 で は,42年 か ら43年 に か けて,AOL(Al10nLine)
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生産 管理 シス テ ムを完 成 させ た。 ここでは,高 生 産性 の実現 と管理 の徹 底 の

た め,最 初 か ら コン ピ ュー タの使 用 を 前提 と した設備 計 画 ・要 員計 画 が 作 ら

れ た。 コン ピ ュー タ技術 者 も,設 備 ・要 員 ・技 術 など の専 門家 と共に,最 初

か ら製 鉄 所 建 設 プ ロジ ェク トに 加 り,イ ン タデ ィシプ リナ リィに シス テム を

開発 して い った。

また,46年 か ら47年 にか け て,こ うした思想 を さ らに徹 底 させ た大 分

製鉄所 が建 設 され た。

君 津 や大 分 で 開発 され た コン ピュー タ ・シ ステム は,そ れ ぞ れ個 々に厳 密

な採算 性 チ ェ ックの結果,開 発 が 決定 され た もの で あ るが,こ う した従 来 と

は異 る思 想 に も とつ くコ ン ピュータの利用 が 全体 と して どの よ うな効果 を あ げ

て い るか,チ ェッ クす べ きで あ る とす る意見 が で て き た。

そ の後,暦 年調 査 を会計 年 度調 査 とす る,ビ ジ ネス ・コ ン トロール ・シス テ

ム とプ ロセ ス ・コン トロール ・シス テ ムの 区分 を 明確 に し,各 々の性格 に適 し

た 調査 要 領 を 設定 す る等 の改善 を加 え,毎 年 調 査 分析 を続 け,52年 度 分 調 査

で7回 を数 え た。

その結 果 プ 高度 成 長期 には,高 生 産 性 の実 現 に 自信 を も って コ ン ピュー タの

高 度 利用 で 対 処 し,低 成長期 に入 ってか ら も,従 来 の シ ステ ムが あ る程 度 の 修

正 を必要 と しな が らも,十 分 に効 果 を生 み得 る もので あ る ことを確 認 で きた。

しか し,最 近 に な って,安 定 成 長 下 の経 営 管理 が徹 底 して くるにつ れ,コ ン

ピ ュー タ ・シ ステ ムに対 して従 来 と異 るニ ーズが 生 じて きた。1つ は,生 産 計

画 ・原料 計 画 ・販 売計 画 等 の 計画 立 案 に,会 話 型 オ ン ライ ン ・シス テ ムを活 用

し,ケ ース ス タデ ィに よる最適 計 画 の立 案 と検 討期 間 の短 縮 を狙 う もの で あ り,

さ らに経済 予測 ・鉄鋼 需要 予測 に発 展 す る もの であ る。 その2は,製 鉄 所 の 品

質 管理 ・原 価管 理,さ らには設 備 管 理 に オ ン ライ ンに よ るデ ー タのバ ンキ ング

・解析 ・照 会応 答 シ ステ ムを 活 用 しよ うとす る もの であ る
。 いず れ に して も,

そ の効果 を定量 的 に評価 す る こ とが難 しい もので あ り,効 果 の 判定 に新 しい力

法 論 が必 要 に な ると考 え られ る。
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以 上 の よ うに,コ ン ピ ュー タ費用 効 果 調 査 分析 は,そ の 時 々の経 営 環境,コ

ン ピ ュー タ ・シ'ステ ムに課 せ られ た課 題,実 現 され た シス テム の レベ ル等 々に

よ って影 響 を受 け る もの で あ る。

1.情 報 管 理 シ ス テ ム の 概 要

1.1コ ン ピ ュ ー タ の 適 用 分 野

図V-1は,当 社 の情 報 シ ステ ム の全 体 像 を,本 社 ・製鉄 所 別,管 理 の階 層

別 に 示 した もの で あ る。

左 側 に本 社 機能,右 側 に製鉄 所機 能 を示 したo底 辺に は,全 シ ス テ ムの基 盤

と な る 日常 業務 の実行 管 理 を 司 るオペ レー シ ョナル ・シ ステ ムを,中 段 には 月

次 ・年 次 の短期 の計画 シス テ ムを,ト ップ に は中長期 の 計画 策 定 あ るい は管 理

の方 向 づ け をサ ポー トす る戦略 レベル の シ ステ ムを示 した。

オ ペ レー シ ・ナル ・レベ ル の実 行 管 理 シ ステ ムの 中核 を 占め るの は,本 社 に

お け る販 売 管理 シ ステ ム,製 鉄 所 に おい て は生 産工 程管理 シ ス テ ムで あ る。 計

画 レベル の各 シス テム では,実 行 レベ ル の システ ムで収集 され たデ ー タを基 礎

と しなか ら,経 済 情勢,鉄 鋼 需 要 動 向,原 材 料 ・エ ネル ギ ーの 需給 動 向等 を分

析 勘 案 して,各 種 計画 を 立案 し,各 部 門 の管 理 者各層 に判 断 資 料 を 提供 して い

るo

図V-2は,コ ン ピ ュー タが,企 業 経営 の いか な る分野 で,ど の よ うな割 合

で使 用 され て い るかを示 した もので あ る。

全 体 の 中 で最 も大 きな 割 合 を 占め て い るのは,生 産 部 門の58%で,以 下,

技 術 計 算7%,販 売 部 門6%,経 理 部 門5%と な ってお り,生 産 部 門 と販 売 部

門 の 合計 が64%に 達 して い るの が特 長 で あ る。
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4%購 買

購 買5%

人 事

2%

販 売

6%

生 産

58%

(コ ン ピュー タ使 用 時 間 ベ ー ス)

図V-2部 門別 コ ンピ ュー タ使 用 比率

1.2コ ン ピ ュ ー タ ・シ ス テ ム の 具 体 例

当社 の シ ステ ムが具 体 的 に何 を 目的 と し,ど の よ うな機 能 を持 ち,ど の よ う

な効果 を生 み 出 して い るか,2つ の代 表 的 なシ ス テムを紹 介 す る。

1.2.1販 売管 理 シ ステ ム',

図V-3は,販 売 管理 シ ステ ムの概 念 を示 した もので あ る。 当 シ ス テム は,
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シ
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求
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務
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ス
テ

ム

販売生産計 画(4半 期 ・月)

魎 受 注 活 動

⊇

技術 情報収 集 製 品 の 検 査 標 準 管 理

注 文

申 込 書

ス クリーニングマスター

契約保証 社内保証 公差

契 約目標 ロール負荷項 目 通過 工程

契約 事務 受注仕様項 目確認 ロール調 整 項 目確 認

企 業 間

磁 気

テ ー プ

文

書

注

請

代 金

請求書

送 状

本 社 コ ン ビ ュ タ 処 理

1.

2.ミ ル配 分

3.注 文 内容 のチ ェ ック

4.ロ ール負荷 バ ラ ンス計算

5.製 鉄 所へ 注文明細,

投 入指示送 付

6.諸 管理 レポ ー ト作 成

ス ク リーニ ングマス ターとのマ ッチ ング

1.代 金請求 書作成

2.輸 送費 支払

3.諸 管理 レポ ー ト作成

生 産 指 示

鋼 材 製 鉄 所

図V-3販 売管 理 シ ス テム概 念 図

「オ ー ダ ・エ ン トリ ・シ ステ ム」 と 「代金請求事務 システム」により構成

される。 前者は,需 要家か ら商社 を経 て入 って くる鋼材 の注文 について,需 喪

家の要求 してい る品質水準を明確に把握 し,ど の品質設計 を適用 し,ど の製鉄

所で製造 し約束の期 日までに納品す るかを決定 し,そ の内容 を生産命令 として

製鉄所に伝達す る。後者 は,製 鉄所か ら伝送 され る出荷情報を もとに,代 金請

求書 ・輸送費支払 書等 を作成す る。
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この シ ス テ ムの 目的 は 次 の とお りで あ る。

(a)注 文 の正 確 な処理 を行 うた めの誤 情 報 の事 前 チ ェ ック。

(b)注 文 の迅 速 な処理 に よ る納 期 の短 縮 。

(c)注 文 の 納期 調 整,製 鉄 所 別能 力調 整,計 画的 製 造 出荷 指示 等 に よ る最 適

生 産 活 動 の サ ポ ー トo

(d)商 社 ・ユ ーザ へ の タイ ム リな デ リバ リ情 報 の提 供。

(e)社 外 で は 商社 ・ユ ーザ 間,社 内 で は営 業 部 門 ・製造 部 門 間 の重複 作業 排

除 。

1.2.2生 産 工程 管 理 システ ム

図V-4は,製 鉄 所 に おけ る生産 工 程 管 理 シ ステ ムの概 念 を示 した もの で あ

るo

管理情報 システム

・輌 鰹 ・ステ・ 〈コ デー・・ン・ ・ステ・

|

(本 社)

「 一耳 一…==三 二 ーーー一一■ 「1
1(本 社)工程 計画 シス≡ ・チ)

オ ー ダ

エ ン トリ

シ ス テ ム

1

|

}

|

弔
1

代金

請求事務
システム品質設計

材料算 定

負荷調 整

・一

作業順位決定

作業命令作成

実績把握

進行管理
出荷示指

________」 」______

操轡`・ ・C・… ＼ べ

原 料 製 鉄

管理 システ ム

製 鋼 工 場

管理 システム

分 塊 工 場

管理 システム

厚 板 工 場

管理 システム

熱 延 工 場

管理 システム

出荷 ヤ ー ド

管理 システム

♪4〃4・ 十 ・・1、・・一掃 ・V㌦V
///ll 1、ll

1

～

L

今
1

二..、:

一

図V-4生 産 工 程 管 理 シ ステ ム

_'69一



生 産 工程 管 理 シ ステ ムは,工 程 計 画 シ ステ ム(バ ッチ),工 場 操 業 管理 シ ス

テ ム(オ ン ライ ン)お よび プ ロセ ス ・コン トロール ・シ ステ ムに よ って構 成 さ

れ るo

工 程 計画 シス テムで は,本 社 の オ ー ダ ・エ ン ト リ ・シ ス テ ム か ら送 られ

て くる注文 デ ータに よ り,製 鉄 所 製 造基 準 に従 って,最 終 的 に 品質 設 計 が 行 わ

れ,注 文 に対 応 す る最適 素材 量 が算 定 され る。 さらに,設 備 能 力,仕 掛 状況 を

勘 案 して,作 業 日程 計 画 を作成 し,一 日の 中で の作業 順位 を決定,作 業 命 令 を

作 成す る。 この作業 命 令 は操 業 管理 シ ステ ムに渡 され,オ ン ライ ン端 末 を 通 し

て 作業 者 に作 業 指示 が行 われ る。 作 業 結果 は,オ ン ライ ン端 末 か ら操 業 管理 シ

ス テムを通 して 集 あ ら れ,翌 日の工 程 計 画 シ ステ ムに反映 され る。 あ る種 の情

報 は作 業 者 を通 さず,プ ロセ ス ・コ ン トロール ・シス テ ムに与 え られ,直 接機

械 設 備 を 制 御す る。 ま た プ ロセ ス ・コ ン トロール ・シス テム を とお して,工 程

計画 作 成 の た めの デ ータを収集 す る こ とも あ る。

生 産 工 程 管理 シ ステ ムの 目的 は 次 の とお りで あ る。

(a)設 備 生産 性(T/H)の 向 上

(b)原 材 料 か ら製 品 までの 歩 留(製 品/素 材)の 向上

(c)各 工 程 間 の負荷 調 整 に よ る設備 稼 動 率 の 向上

(d)製 造 工期 の短 縮,納 期 達 成 率 の 向上

(e)仕 掛 品 ・在 庫品 の減少

(f)省 力化

(∂ オー ダ ース テ イ タス,出 荷 情 報 提供 に よ る需 要 家 サ ー ビス の 向上

1.3組 織 ・要 員 ・機 器 構 成

以 上 の情 報 管理 シ ステ ムを 開発 運 営 す る組 織,要 員,機 器 構成 は,図V-5,

表V-1,図V-6の とお りで あ る。
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事 業 所 情 報 シ ス テ ム 部 門 関 連 委員 会

情報 シ ステ ム部 情報システム ー 調 整 掛調整課 事務システム
委員会

本 社

一機械言+熟 一[梵 讃

一 企 画 第 一 課 一 プロジェク トチーム

一 企 画 第 二 課 一 プロジェクトチーム

_企 画 第 三 課 一 プロジェクトチーム

一 企 画 第 四 課 一 プロジェクトチーム

シ ス テム開発 室 シ ステ ム調 整 課 システム調整 掛 シ ス テム開 発

一計 算 掛 委員会

一管 制 掛

君 津 製 鉄 所 一 プ ロジェク トチ ー ム 一標 準 掛

一 プロジェク トチー ム

一システム技術課τ ㌶ 》煙

シ

シ ステ ム開発室 システ ム調整 課 システ ム調 整 掛 シス テ ム審議 会

一 策1標 準 掛

大 分 製 鉄 所 一 第2標 準 掛

一 プbグラム開発掛

_プ ロジェク トチー ム

図V-5情 報 システム部門組織図(製 鉄所は例示)

表V-1全 社情報 システム部門要員構成(製 鉄所は例示)

(S53.8.1現 在)

所

直 営 要 員 外 注 要 員

備 考
管理者

プ ラン

カ プ ロ
グ ラマ

オ ペ レ
ー タ その他 合 計

オ ペ レ
ー タ パ ンチ 計

本 社
44 86

(42)

0 33
(32)

163
(74)

22 22

O情 報 シ ステ ム

部 門 の プ ロ コ
ン要 員 は 除 く

()内 女子

君 津
25 157

(61)
35 9

(5)
226
(66)

28 28

大 分
23 78

(16)
21 7

(6)

124

(22)
8 8

全 社
204 793

(282)
182 204

(101)
1,383
(383)

79 169 248
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7θo
ρ6梼

図V-6機 器 構成 お よび 通信 回線 設 置 状況(S54.1現 在)

2.コ ン ピ ュ ー タ 費 用 効 果 調 査 分 析

2.1基 本 的 な 考 え 方

コン ピュ ータ ・シ ステ ムを評 価 しよ うとす る際,次 のよ うない くつ かの 立脚

点 が 考 え られ る。

① コン ピ ュー タの ア ウ トプ ッ トを所 与の もの と し,そ れ に対 す る設 備 要 員

の 投 入 が 合 目的 的 であ るか ど うか。 ピコ ン ピュ一 夕 ・シ ステ ムの運 用責 任 者
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の観 点 か ら)

② 個別 の コン ピ ュー タ ・シス テムが ど の よ うな機 能 を は た し,ど の よ うな

効 果 を もた ら して い るか。(シ ステ ム開発 に あた るプ ロジ ェ ク ト ・マ ネ ジ ャ

の立場 か ら)

③ 企 業 内 の コン ピ ュー タお よび コン ピュー タ ・シス テ ムが,全 体 として ど

の よ うな成 果 を生 み 出 して い るか。(ゼ ネ ラル ・マネ ジ ャの立場 か ら)

上 記① は,コ ン ピ ュー タの更新 等 の 際 チ ェ ック され て お り,② も新 規 プ ロ ジ

ェ ク ト採 用 決定 の際,さ らに開発 後 一定 期 間 を経 て行 わ れて い る。③ は,シ ス

テ ムの覆 う範 囲 が大 き くな り,ま た歴 史 的 な積 み 重 ねが 多 くな る と,② の集 計

では 合わ ない。 こ こで紹 介す る費用効 果 調査 分析 は,こ の③ を 目的 と した もの

で あ る。 対象 は広 範 にわ たる た め,

① 定性 的 な,ま た は定 量化 した場 合複 雑 な説 明 が 必要 とな る もの は計 上 し

な いo

② 評価 のバ ラン スを重 視 す る。

③ 評価 す る際 の考 え方 そ の もの に異論 が あ って も,そ の考 え 方が 明快 な も

ので あれ ば それ を採 用 す る。

④ これ らの結 果,集 計結 果 の計 算精 度 が悪 くな って も,「 効 果 の最低 限 の

見 積 り値 」に対 して,社 内の 合意 が得 られ れ ば 良 い。

と い う4つ を基 本 的 態 度 と して採 用 して い る。

な お,② の 個別 シ ス テ ムの費用 効果 につ い て は,新 規 シス テ ムの 開発 計画 の

審 査 に際 して お こなわ れ る。 あ る一定 金 額以 上 の機 器 の増 設 を と もな う新 規 シ

ス テム の開 発 は,す べ て,本 社 情 報 シス テム調 整 課 が 事務 局 とな って 審査 を行

う。 設備 投 資 ・開発 投 資 お よび運 転 費用 とそ の シ ス テム の効 果 を比 較 して,あ

る一 定 以上 の投 資効 率 を 有す る もの,ま たは 将 来 の 経営 戦 略上 必 要 と認 め られ

る もの は,常 務 会 の 決裁 を経 て その 開発 が承 認 され る。 さ らに,開 発 が完 了 し

て,稼 動 後 一 年 を経 過 した シス テム につ いて は,プ ロジ ェク トの実施 結 果 報 告

が 義務 づ け られ る。 報 告 書 は,つ ぎ に述べ る 「コ ン ピュー タ費 用 効果 調 査 」 精
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果 と同時 に提 出 され る。 報 告 様 式 は 図V-7の とお りで あ る。

2.2調 査 の 実 施

調査 は,つ ぎの 要領 で行 われ る。

2.2.1調 査 対 象

本 社,八 幡 ・室 蘭 等9製 鉄 所,東 京 製 造 所,工 作 事業 部(研 究 開発 本 部 ,設

備 技 術 セ ン ター,工 作 事業 部 を除 くエ ンジニ ア リング事 業 本部 は別 体 系 で52

年 度 分 よ り試行)

2.2.2調 査 対 象 期 間

前会 計 年度

2.2.3調 査 日 程

調査 依 頼5月,調 査 結 果 提 出6月 末,集 計 ・分析7～8月 ,報 告9月

2.2.4調 査 依 頼 元

情 報 シ ステ ム部長,経 理 部 長,設 備 部 長,電 気 計 装技術 部長

調 査依 頼 先:各 製 鉄 所 長

2.2.5提 出調 査報 告 書1

部 門費 明細 表,開 発 支 出 明細 表,業 務 分 類別 費用 明細 表 ,業 務 分類 別 効 果 明

細 表,ビ ジネ ス ・コン ピ ュー タ ・シ ステ ム費用効 果 調査 所 別総 括 表(図V-8

参 照)
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2.2.6報 告 先

常務 会,技 術 系 副所 長 会議,

電 気計 装 技術 担 当 課長 会 議 。

コン ピ ュー タ担 当 部 門部長 会 議,同 課 長 会議,

2.3調 査 の 内 容

2.3.1費 用 の 算 定

(a)コ ン ピ ュー タ ・レ ンタル:周 辺 機 器,端 末機 器 を含 ん だ 年 間 レン タル 総

額 の実 績値 を使 用 す る。

(b)機 器 の導 入 に 関 す る一 時経 費:荷 造 運 送 費,現 地調 整 費,ソ フ トウ ェ ア

開発 費 等 は,12/45を 掛 け 年間 費 用 とす る。

(c)購 入 品 お よび 工事 費 用:特 殊 端末,構 内配線 費用等 は,12/48を 掛 け

年間 費 用 とす る。

(d)コ ン ピュ ータ要員 労 務 費:コ ン ピュー タ部 門 に属す る人 員 の法 定 福利 費,

退 職 手 当 引 当金 等 を含 む 費 用 の実績 額 。

(e)そ の他 経 費:連 続 用紙 等 材 料 費 や コ ン ピ ュー タ ・セ ン タ ーの建物 の 減価

償 却 費等 の実 績o

なお,当 初 は これ らの費 用 は総 計 と して把 握 し,対 象 シ ス テ ム別 に配 賦 す る

こ とは考 え なか った。 しか し,効 果 が プ ロジ ェ ク トご とに把 握 され る こ と もあ

り,現 在 で は費 用 もプ ロジ ェ ク トご とに把 握 して い る。

2.3.2効 果 の 算 出

効 果 は,対 象業 務(生 産 工 程 管 理 関係 シ ス テ ムの比率 が高 い の で,相 当 部 分

が工 程 別 とな る)ご とに効 果 項 目別(表V-2参 照)に 把 握 す る。 シ ステ ムの

歴 史 が 古 く,そ の効 果 を 確認 す るこ とが 困難 な場 合 は,そ の業 務 を コン ピュ ー

タを使 わ ず に行 うと想定 して 推 定 す る方 法 を と って い る。

た とえ ば,月 次給 与 計算 業 務 に つ い ては,担 当者1人 当 り250人 分 の給 与
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計 算 を処理 で きる と して算 定 して あ る。 この係 数 の見積 りは,現 在 の業 務 内容,

過 去 の業 務 内容 と実績 処 理 量,そ れ 以 降 の業務 内容 の 変化 等 を考 え 併せ て 決定

して い る。

また,あ る改 善 が行 われ た場 合,そ の成果 す べて が コ ン ピ ュー タの寄 与 に よ

る もの と看 徹 せ ない場 合が あ る。 た とえば,要 員 の 削減 は コ ン ピ ュー タが寄 与

す る場 合 の ほか,設 備 や 作業 方 法 の改 善 あ るいは 工程 の省 略 な ど多様 な分業 努

力 に よ り実 現 され る もの で あ る。 この よ うな場 合に は,そ の プ ロジ ェ ク トに 関

係 の あ る関係 部 門 と協議 の うえ,当 該 プ ロジ ェク トの総 効果 に 占め る コン ピュ

ー タの寄 与 率 を 決定 して い る
。 この よ うな例 は 省 力化 のみ な らず,歩 留 向上,

在 庫圧 縮 等 の コ ス ト削 減効 果 に もみ る ことがで き る。

一 例 を あげ れ ば
,昭 和38年4月,人 事,給 与,厚 生,労 務,経 理,財 務,

資 材,原 料,輸 送,エ ネル ギ ー供 給 お よび設 備 管理 のた め に,545人 の事 務

系 職 員 を必 要 と して い た製 鉄 所 に お いて,コ ン ピュー タ導入 を含 ん だ 業務 改 善

実 施後 の 同一職 場 の必要 人 員 は,46年6月 で262人(283人 減)で あ っ

た 。 この減 員 に対 す る コン ピュ ー タの寄 与 率 は38%と 算 定 され,コ ン ピ ュー

タに よ る効果 は151人 の要員 減 と評価 され た。

2.3.3効 果 項 目の 簡単 な説 明

(a)省 力効 果

これ は,実 際 の要 員 表 か ら要 員 が削 減 され た もの と,要 員増 を しな いで 済

ませ る こ とが で きた もの とに分 れ,両 方 を 含 ん でい る。 これ らの数 は,実 際

の要 員 計画 との 巨視 的 な照 合を行 い,そ の 妥 当性 を チ ェ ック して い る。

(b)歩 留 向上

投入 され た 材料 は,100%商 品 に な る こ とが 望 ま しい。 こ うな らない原

因 には い ろい ろあ るが,単 位 工 程 で の所 要 成品 の大 きさ と素材 の大 きさ との

不 適 合 が大 き く影 響 す る。・この 際,注 文 品 の組 合せ を 可能 な限 り考 慮 す る こ

とに よ って,有 利 な工 程計 画 を 作成 で き,こ の分野 で の コン ピ ュー タの 寄 与
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表V-2効 果 項 目一 覧表

業 務 分 野 定 量的 効果 定性的効果

計 画 策 定 販 売 ・生 産 ・原料 等諸 省力化,機 会損失 防止
＼

計画の作成 生産増

販 売 販 売 ・受注 ・請求 等諸 省 力化,在 庫圧縮,生

事務 産増

生 産 製鉄 所における受注一 省 力化,歩 留 向上,原

出荷 工程管理 単 位 向 上,在 庫圧 縮,

作業費 削減,機 会損失

防止,生 産 増

人事 ・労 働 人 事 ・労働 ・給 与 関係 省力化
〉(適 宜)

事務

購 買 原燃料 ・資器材購入事 省 力化,在 庫圧縮,作

務,在 庫管理 業費削減

設備 ・整 備 整備 ・工 事 ・資材等 設 省 力化,在 庫圧縮,作

備関係事務 業費削減,機 会損失防

止,生 産 増

技 術 計 算 各種管理技法計算,設 省力化,機 会損失防止

計計算等
ノ

は大 き い。

一 般 的 に は ,向 上 歩 留率 ×生 産 量 ×(素 材 単 価 一発 生 品 単 価)

とい う算 定式 を 用 い,素 材 の 節約効 果 と して評 価 してい る。

(c)原 単 位 向上

一 単位 の鋼 材 を産 出す るに あた って 必要 とな る原料 ,エ ネル ギ ー,資 材 な
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どの必要量を原単位 とい う。 その うちの重要 な ものは,煉 瓦,鋳 型,ロ ール,

燃料,水 等 である。 これは,

原単位向上分 ×生産量 ×単価

とい う算式で効果 を算出 している。

(d)生 産増効果

鉄鋼業におけ る合理化 の大 きな項 目は,管 理技術の向上 に支 えられた生産

単位 の大型化である;し か し,こ れは鉄鋼業 内部 の要請によ るものであ り,

需要家 の注文単位の大型化を必ず しも伴 うものではない。 このギ ャップを埋

め る手段 として コンピュータが使われて いる。 この効果 は普通,操 業度効果

と称 して,

生産増分量 ×当該工程以降のt当 固定費

とい う算式で算定 している。 これ は固定費の相対的減 少を評価 している もの

であるが,生 産増がただちに販売 可能 である時には,

生産増分量 ×限界利益

を用い る事 もできる。

2.4調 査 結 果

昭 和46年 以 降,7回 にわ た る調 査 の結果 は,図V-9,図V-10お よび

図V-11に 示 す とお りで あ る。

最 新 の52年 度 分 につ い て い うと,総 投 資額 約200億 円 に 対 し,総 効 果

額 は その約5.4倍 に達 して い る。 ま た生産 増 効果,機 会 損 失 防止 効 果 等 を 除 い

て も総投 資 額 の4倍 の効果 を もた らして い る。 また,こ の 「総効 果/総 費 用 」

は,46年 の317%か ら一 貫 して 向上 して きて い る。

定 量的 に把握 で き る効果 の最 大 の もの は,省 力化 効果 で あ るが,労 務 費 の高

騰 に と もな って,全 効 果 に 占め る比 率 は46年 の46%か ら52年 度 の49%

へ と高 ま って い る。 一方,費 用 中の 労 務 費外 注 費 の 占め る割 合は ,46年 の25
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%か ら,52年 度 の45%へ 著 し く高 ま って い る。

コン ピュ ー タ ・レン タル の総 費 用 中に 占め る割 合は
,46年 の48%か ら52

年 度 の32%に 相対 的 に低 下 して い る。 労 務 費 の増加 と考 え併 せ る と ,た とえ

ば,ラ ンゲ ー ジの選択 等 に一 つ の 指針 を 与 え る もの とい え よ う。

む す び

この費用効果に対す る調査分析 は・ まず把握 しやすい数値に基 づ き,わ か り

易い効果把握か ら始 めてい る。必要 な改善 や斉合性 の向上を加えなが ら今 日ま

で続 けて,現 在 では社 内的 コンセ ンサスも得 られ,一 応定着 してい る。
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VIシ ス テ ム 監 査 教 育 プ ロ グ ラ ム に よ る

公 認 会 計 士 の シ ス テ ム 監 査 模 擬 演 習 例

は じ め に

この模擬演習は,日 本公認会計土協会近畿会EDP委 員会 と滋賀大学経営学

部か共同で開発 した もので,公 認会計士のためのシステム監査教育プ ログ ラム

である。

1.ケ ー ス(モ ギ 企 業 株 式 会 社)の 概 要

1.1設 問

モ ギ企業 株 式 会社 第10期(自 昭和51年8月1日 ～至 昭和52年7s月31

日)財 務 諸 表 監査 を実施 す るに あ た り,下 記 の諸点 に留意 して,監 査 計 画,監

査 概要 書,監 査 報告 書 を 作成 しな さ い。 また必 要 と考 え る場 合に は 内部 統制 に

関 す る勧 告 書 を 作成 しな さい。 た ゴし,汎 用 監査 プ ログ ラムを最 大 限 に活 用 す

る こ と。

(1)モ ギ企 業 株 式 会社 は,第10期 決 算 に 際 して若干 の利益 を粉 飾 す るた め,

決 算 期 の 売 上高 が水 増 し され て い る らしい とい う従業 員 の うわ さ話 を補 助 者

の1人 がふ と耳 に して い る。 監 査人 は決算 期の 売 上項 目の監 査 を 実施 しな さ

い。 たs"し,昭 和52年7月31日 現在 貸 借 対 照 表 上 の 売 掛 金 計 上 額 は,

158,618,757円 で あ り,期 末棚 卸 高 は,48 ,864,000円 で あ る。 また,第10

期 の 月別 売 上高 は,表VI-1の 通 りで あ る。 な お,売 上 単 価 の 水増 しは ない。

(2)モ ギ企業 株 式 会 社 は,仕 入 計 上基 準 と して 入 荷基準 を採 用 して お り,・仕

入 には 問題 は ない。 また,棚 卸 表 は実 地 棚 卸 に も とつ く一 覧表 で あ って,実
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際在 庫量(現 物)と 一 致 して い る。監

査 人 は期末 棚 卸数 量 を 確 か め な さい。

た ゴし,帳 簿 棚卸 手 続 は採 用 され て い

な い。

(3}内 部統 制 の信 頼 性 を確 か め,内 部

統 制 に 不備 な点 が あれ ば 助言 勧告 しな

さいo

(4)必 要 な監 査手 続 を 実施 で きな い場

合 には,監 査 可能 な シ ステ ム(audi-

tablesystem)と い う観 点 か ら,売 上

管 理 アプ リケ ーシ ョンの改 善 を要 請 し

な さい。

1.2コ ン ピ ュ ー タ 部 門 の 概 略

表VI-1第10期 売 上高

10

11

12

52/1

80,375,116

83,190,007

81,803,736

95,401,010

101,163,017

88,248,851

90,418,575

104,952,701

119,612,789

98,494,142

87,499,513

98,917,503

中堅 総 合食 品販 売 会社 で あ るモ ギ企 業 株式 会 社(年 間 売上 高11億 円,従 業

員 約200名)の コン ピュー タ部 門 は,大 阪 市 馬場1-1の 本 社 ビル3階 に あ

る。1階 は 倉 庫 部 門お よ び営 業部 門が 占め,2階 に は一 般事 務 部 門 お よ び応 接

室 が あ る。 東 京営 業 所 は営 業業 務 の み担 当 し,売 上 伝 票,出 荷 依頼 票,入 金 伝

票 を 本社 営 業 部 へ毎 日速 達 便 に て郵 送 して い る。

コン ピュー タ部 門の組 織 は,図W-1の 通 りで あ る。

コン ピュー タ課長 甲正 雄i氏は,15年 間 の経理 係 長 の後 コ ン ピ ュー タ導 入 と

同 時 に 現職 に昇進 して,す でに5年 に な る。 コン ピュ ータ運 営 係長 乙太 郎 氏 は

コ ン ピ ュー タ導 入 に際 して電 算機 販 売 会社 か らス カ ウ トされ た もの で あ る。 乙

係 長 の下 に運 営 主任 丙 次 郎氏,キ ーパ ンチ主任 丁花 子 氏 が 配属 され て い る。

丙 主 任,オ ペ レー タ2名 の計3名 が オ ペ レーシ ョンを担 当 し,8.00-16.00

お よび14.00-2LOOの ツー ・シ フ トで運 営 して い る。 第1シ フ トで は主 とし
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経 理 課 長

運 営 主任

丙 次郎

オ ペ レ ー タ

2名

取 締 役
経 理 部長

運 営 係 長

乙 太郎

〉

宿

つ
任

キ
主
丁

ヤチ

名

ン

4

ノ

コンピュ一

夕課 長

甲 正雄

管 理 主任

係長兼務

助 者
1名

開発 係 長
課長兼務

プ ログラマ

2名

図VI-1コ ン ピ ュ ー タ 部 門 組 織 図

て シ ス テム開 発 お よび 日常業 務 処理 を行 な い第2シ フ トで は ライ ンプ リン タに

よ る打 出 し,そ の他 単 純 作業 を行 ってい る。 第2シ フ ト中は3階 コ ン ピ ュー タ

部 門 正 面 ドア を 施 錠 し て,通 用 口のみ を利 用 して い る。2名 の オ ペ レー タは

業 務 内容 を非 常 に熟 知 して い るの で,運 営 主任 が不 在 の夜 間 作 業 に おい て も交

替 で 円滑 に オ ペ レー シ ョンを行 ってい る。 オペ レー タは プ ログ ラム の理 解,そ

の他 自己啓 発 の た めに 昼食 時(12.00-13.00)ま たは 夕食 時(17.OO-18.OO)

に30分 間 自由に コン ピュー タを 利用 で き る。 また,コ ン ピュー タ部 門 の新 規

採 用 者 は,ま ず オ ペ レー タ として配 属 され,自 己啓 発 が進 め ば,プ ログ ラマ に

昇 進 され る。 したが って,オ ペ レー タの士 気 はす こぶ る高 く,弁 当 お よび コ ー

ヒ ・ブ レー クを コ ン ピ ュー タ室 で とる ほど であ る。 ま た,エ ア コン の不調,コ

ン ピュー タの誤 動 作 に よ るス ケ ジ ュール の遅 れ は,オ ペ レー タの 自発 的残 業 に
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よ り カバ ー され て い る。

管 理 主任 は 運営 係長 が兼 務 し,補 助 者1名(女 性)と と もに イ ンプ ッ ト資料

の 受領,コ ン トロール ・ トー タル との照 合,ア ウ トプ ッ トの関係 部 門 へ の配 布,

進捗 状 況 を管理 す る。 コン トロール ・ トー タル は,た とえば 売上 管 理 ア プ リケ

ー シ ョンの場 合に"は,売 上 日計表(売 上 伝票 枚数 お よび 売上 合計 金 額 … …営 業

部 門作 成)に て示 され て い る。管 理 主 任(兼 務)は 本社 お よび 東京 営 業 所 の イ

ンプ ッ ト資料 と売上 日計表 を キ ーパ ンチ主任 に引渡 し,キ ー ・ツー ・テ ープ作

成 を依 頼 す る。 スケ ジ ュール に した が い,キ ーパ ンチ主任 か ら磁 気 テ ープ お よ

び インプ ッ ト資料 の返却 を受 け る。 磁 気 テ ープは 直 ちに 運営 主任 に引 渡 され,

イ ンプ ッ ト資料 は エ ラー ・チ ェ ック完 了後 発行 部 門へ 返却 され る。 エ ラー ・チ

ェ ックは主 として チ ェ ック ・リス トに表 示 された エ ラー ・デ ー タと原 始 伝票 と

の突 合 わせ で あ る。 エ ラー原 因 が パ ンチ ・ミスに よ る もの か,あ るいは 記 票 ミ

スに よ る もの かを調 べ て訂 正 処理 を行 う。 記票 ミス の場 合に は伝票 発 行 者 も し

くは,そ の 直属上 司に 連絡 を と り確認 の うえ訂 正 処理 を行 う。 訂正 処 理 後 再度

全件 チ ェ ッ ク ・リス トを プ リン トして再 確 認 を行 う。 この よ うな エ ラー ・チ ェ

ック も管理 主任 およ び補 助者 の職務 で あ る。 補 助 者 は主 任 の指 示 を 受け て,磁

気 テ ープ,デ ィス ク ・パ ック,カ ー ド,用 紙,そ の他 消 耗 品 の 出入,保 管 を管

理 す る。 夜 間 シフ トの ため の テ ープ,用 紙 類 につ い ては,補 助者 が スケ ジ ュー

ル に したが い,第2シ フ ト担 当 オ ペ レー タ と打 合わ せ の上,16.00ま で にす べ

て準備 し,保 管室 は翌 朝 まで施 錠 され る。 磁 気 テ ープ に洩 れ な く外部 ラベル を

貼 付 す るの も補 助 者 の職務 で あ る。 消耗 品 は原則 と して電 算機 メー カを通 して

調達 して い るの で,そ の 手 続 きは単 純 で あ る。

ドキ ュメ ンテ ー シ ョンは,コ ン ピ ュー タ室 に備 え つ け られ て い る。 シ ステ ム

に変更 が あ る場 合に は,管 理 主任 が ドキ ュ メン テー シ ョンの変 更 を開 発 係長 に

依 頼 して い る。 コ ンソ ール 記録 の ほか に,課 金 情報 ル ーチ ン(jobaccounting

routine)で 課金情報が ジ・ブごとに プ リン トア ウ トされ て い るが,そ の月 間統

計 資料 は作 成 され て い な い。 この課 金 情 報 は ア ウ トプ ッ トとと もに 関係 部 門 に
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配 布 され て い る。 また,オ ペ レー タは手 作 業 にて簡 略 な コン ピ ュー タ室 運 営 日

報 を作成 して い る。

開発 係 は 各種 アプ リケ ー シ ョンの 開発 に従 事 して お り,現 在 一般 会 計 シ ス テ

ムお よび 在 庫管理 シス テ ムを 開発 中 で あ る。 プ ログ ラムの コンパ イル お よび テ
ツ

ス ト ・ラン,プ ログ ラム ・メン テナ ンスに は,原 則 として12 .00-15.00に コ

ン ピ ュー タ ・タイ ムが 割 当て られ てい る。

モ ギ企 業 株 式会 社 は週6日,ツ ー ・シ フ トで運 営 して い る。 現 在 処理 中 の ア

プ リケ ーシ ョンは,つ ぎ の通 りで あ る。

アプ リケ ー シ ョンお よび プ ログ ラム番 号 ア プ リケ ーシ ョン名 ・

ODOO10～0120売 上 管 理

OPO110～0250仕 入 管 理

OSO210～0330給 料 計 算

SMOO10～0290経 営 計画 シ ミュ レー シ ョン

コン ピュ ー タ室 は 月1回 用 務員 によ り清 掃 され て お り,清 潔 であ る。 モギ 企

業 株 式 会 社 は で き るか ぎ り得意 先,仕 入 先 そ の他 来訪者 を コ ンピ ュー タ室 に

案 内 してPRを 試 み て い る。 コ ン ピュー タ室 は,そ の経営 規 模 か らみ て 自慢 の

もの で あ り,と くに コ ン ピュー タ部門 関 係者 は その 運営 に非 常 な 自信 を も って

い る。 コン ピュー タ室 運営 日報 は,つ ぎの通 りで あ る。

コン ピュー タ室 運 営 日報 日 付

シ フ ト

ア プ リケー シ ョン

番 号

プ ログ ラム

番 号
開始時間 終了時間 才 名 備 考

OD
一

0010
～0040＼

××.××

一

× ×.× × ◎
一

得意先住所変更あり

〔 ～'

モ ギ企業 株式 会社 の コン ピ ュー タは買 取 りで機 器 構 成 お よび本 社 ビル3階 の コ

一87一



ン ピ ュ ー タ ・ル ー ム の レ イ ア ウ トは 図V仁2の と お り で あ る 。

忍なし壁 窓

空

調

室

巨][巫 コ 回
†7
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Disk]匝 コ;

匝 コ 同 一
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‡

え

響 オ
ペ

「
タ

室

キ

1
,ぐ

ン

チ

室

へ

.

階
段

⊥
=

MCr＼
一

機器搬入口 祷*非

常
口 書

ト

炊 事 室

女子便所

開

発

室

窓

じ ・ しノLブ 男子便所

励1

ホ

1
ル

Lノ

保 応

菅 掻

室 室

一

運

営

室

連用u

‡」」
ア・・栢1

↓*ABC消火器

消火栓

図VI-2本 社 ビル3階 レイ ア ウ ト
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1.3売 上 管 理 ア プ リケ ー シ ョン の 概 略

次 の よ うに,(1)売 上 伝 票,売 上 日計 表,入 金 伝 票 を適時 パ ンチ して イ ンプ ッ

ト ・デ ー タを作成 し,(2)毎 月20日 に請 求書 発行 を行 な い,(3)毎.月 末,売 掛 元

帳,残 高 月報 お よび得 意 先 別,品 名 別 の管理 資料 を作成 す る簡 単 な 売上 管理 ア

プ リケ ーシ ョンで あ る。 以 下,概 略図,フ ァイル の様 式,シ ステ ム ・フ ローチ

ャー トを示 す 。

タ

}

一

ス

デ

リ

金

・

'人

ク

上

工

七冗

チ

得意先 ・品名変更

チェ'ク ・リスト

、ノ

理

シ

管

↑

÷

一

.
プ

売

ア

請求書
3部

得意先 ・品名

変更連絡表

得δ

品 名

マ ス ター

残高月報
2部

得意先品名別
統計表

一ダ

ト

一

一

オ

シ}

図W-3売 上 管理 ア プ リケ ーシ ョンの概 略 図
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フ ァ イル の 様 式 は 次 の通 りで あ る。

(1)売 上 日計データ ラベル:無 レコー ド長:120ブ ロック数:1フ ァイル編成:S

記票年月日
売上伝票

枚 数

売 上 合 計

金 額
余 白

レコー ド

区 分

OSO5

一連

番号
年 月 日

99 99 99 9(3) 9(9) X(92) X(4) 9(6)

(注)コ ン トロール ・トータルとして利 用

(2)売 上 データ ラベル:無 レコー ド長:120ブ ロック数11フ ァイル編成:S

記票年月日

備 考

返
品
区
分

得意先 コー ド 品名 コー ド

数量 単価 金額 伝票番号

発
行
場
所

余白

レコー ド

区 分

OSO3

一連

番号
年 月 日 コ ー ド

‡

膓
コー ド

ζ

膓
99 99 99 X(8) X 9(4) 9 9(4) 9 9(4) X(5) 9(7) 9(5) X X(63) X(4) 9(6)

(注)伝 票合計金額欄については品名 コー ド,単 価を スペ ースにす る

返品区分{
。支.ス:羅

得意先 コー ド

品 名 コー ド

£bicd

iECL"

一

得
係

　
　

業
薬
注

営
営
特

京
京
京

菜
東
東

4
5
6

係
係

　
　

楽
楽
注

営
営
特

社
社
社

本
本
本

1
2
3

ー所場行発票伝

京東熔社本

値

1

数

分

ク
号
区

ッ
番
部

エ
有
業

チ
国
営

↓
↓
↓

x
]
」

.

便数ク
号ツ番

類
類

工存
分
分

チ
固
中
大

↓
↓
↓
↓

x
]」

旬俳胱鋤鍋い
り

凄

,

胞

吉

数

(

T

1ー

ク

=

=

=

ッ
T

Y

X

エチ

(3)入 金データ ラベル=無 レコー ド長:120ブ ロック数=1フ ァイル編成=S

記票年月日得意先 コー ド 1 2 3 4 5 6' 7 8
入金

合計
・金額

手形期日
余

白

レコー

ド区分

OSO4

一連

番号年 月 日 コー ド
‡

膓

入
金
区
分

入金 入金 入金 入金 年 月 日

99 99 99 9(4) 9 9
S9
(9) S9(9) XX XX XX X{4) X(4) 9(6)

(注)入 金 データは最高8項 目

入金区分1:現 金

2:小 切手

3:当 座振込

4:受 取手形

5:売 上値引

同 じ

前 よ りパンチして以降はスペース

6:支 払利 息

7:一 般 管理 費

㍉ 予備

(4}仕 入 データ ラペル1無 レコー ド長:120ブ ロック数:1フ ァイル編成:S

記票年月日

備 考

返
品
区
分

仕入先 コー ド 品名 コー ド

数量 単価 金額 伝票番号 余 白

レコー

ド区分

OPO3

一連

番号年 月 日 コ ー ド
ζ

膓
コ ー ド

三

膓

99 99 99 X(8) X 9(4) 9 9(4) 9 9(4) X(5) 9(7) 9(5) X(64) X(4) 9(6)

(注)伝 票合計金額欄の記入方法,返 品区分,チ ェック数値は売上データと同じ
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(5)売 上入金フ ァイル ラベル名:uRNFiLEレ コー ド長:132ブ ロック数:3フ ァイル編成=s

(注)売　 分艦 　 種別{ll隠:1:聾;㌧

_分
{6)得 意先 マスター変更 カー ド レコー ド長:80

(7}品 名 マスター変更 カー ド

得
意
先
コ

ー

ド

得意先名

空
入
金
区
分

返
品
入
金
種
別

記票年月日

伝票番号 品 名
コー ド 商品名

売 上

入金

手形期 日

余白 備 考

余

白
年 月 日 数量 単価 金額 年 月 日

9(4) X(26) 9 9 9(6) 9(5) 9(4) X(24) 9(9) 9(9) 9(9) S9(9) 9(6) X{3) X(14) X X

カ
ー
ド

区
分

変

更

区

分

得意先 コー ド 得 意 先 名

住 所 郵 便

番 号
余 白

上 段 下 段

9 9 9(4) X(21) X(19) X(20) X(6) X(8)

カ
ー
ド

区分

変

更
区

分

品名 コー ド 品 名 余 白
.

9 9 9(4) X(20) X(54)

③ カ　 {;:鱈 嬬 ≡ ド 変更区分鷹

(8}実 地棚卸テー プ ラベル名:TANMASレ コー ド長:60ブ ロック数:3フ ァイル編成:S

(9)得 意先マスター ・ファイル ラベル名:TOKMASレ コー ド長=264プ ロヅク数=37ア イル編成:IS

品 名
コー ド 品 名 単 価 数 量 金 額 余 白

9(4) X(24) 9(6) S9(9) S9(9) X(8)

得意

先
コ

ー

ド

得意先名

住 所
売 掛

前 月

繰 越

請 求

前 月

繰 越

月 計
売 掛

残 高

請 求

残 高

郵 便

番 号

前 年

繰 越
上 段 下 段 売上

そ の 他 入 金 そ の 他

手数料運 賃
その他 現 金 手 形 値 引 振替

9(4) X(26) X(23) X(23) S9(9) S9(9) S9(10) S9(9) S9(9) S9(9) S9(9) S9(9)

・,

S9(9) S9(9) S9(9) X(6) S9(9)

.

当 年 当 年

売 掛

残 高売 上

そ の 他 入 金 そ の 他

手数料
1運 賃
1その他 現 金 手 形 値 引 振 替

S9(10〕
=

S9(9) S9(9) S9(9) S9(9)
.

S9(9) S9(9) S9(9)

ao品 名 マスター ・ファイル ラベル名=HiNMASレ コー ド長;82ブ ロック数:3フ ァイル編成:IS

品名

コ

ー
ド

品 名

年 計 月 計

! 東 京[本 社

数 量 金 額
数 量 金 額

|

数 量 金 額

9(4) X(24) S9(9) S9(9) S9(9) S9(9) S9(9) S9(9)
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図W-4シ ス テ ム ・ フ ロ ー チ ャ ー ト

〈月末締 処理〉 当月1B－ 当月末 日分
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シ ス テ ム ・フ ロ ー チ ャ ー ト
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エ
ラ
ー

・
デ
ー
タ
ゆ
」修
正

得意先変更
カード

売上伝票.日計表
入金伝票

売上入金
データ

デー,・ チェ ・t7a

IIス ト

得意先・
品名マスタ

〈20日締 処理 〉 前 月21日 一 当 月20日 分

売上入金
データ

<ト{)0020

デ ー タ合成

得意先 ・

品名マ 叉ター

売 上入 金
7ア イル

ソ ー ト30

ユティリィテ{

{卜DOO40

請求書作成

請求書
3部

オ ー ダ ー シ ー ト

{臆 先 ・

品名マスター

キ イ:

(1)得 意先 コー ド

(2}証 票年 月 日

(3)売 入 金区分

(4)伝 票番 号



表VI-2保 管 フ ァイ ル一 覧 表

⑥ ファイルN・

ー

㊤
』

-

処理名
4月 末 5月 末 6月20日 6月 末 7月20日 7月 末 8月13日 備 考

フ ァイル 名

得意 先 マ ス ター
①

(5月20済)

② ③ ④ ⑤ ⑥ ＼
品 名 マ ス タ ー

⑦

(4月末)

⑧ ＼ ⑨ ＼ ⑩ ＼
売上・入金データ ＼ ⑪

(5.1～531)

⑫

(521～620)

⑬

(61～630)

⑭

(621～720)

⑮

(7ユ ～731)

⑯

(8ユ ～8.13)

売 上 ・入 金 ファイル ＼ ⑰

(5ユ ～5.31)

⇔

(521～620)

⑲

(61～630)

⑳

(6.21～720)

⑳

(7.1～731)

⑳

(8ユ ～&13)

棚 卸 マ ス タ ー

⑳ ⑭ ＼ ⑳ ＼ ⑳ ＼
仕 入 デ ー タ ＼ ⑰

(5.1～531) ＼ ⑱

(6,1～630) ＼ ⑳

(7.1～731) ＼
合 計29本



2.監 査 結 果

この監査結果 は,実 際の演習か ら得 られた報告書の内容であ る。

2.1監 査 計 画

(1)会 社 の組 織,業 務 内容,会 計 処理 基 準 等 を 十 分理解 す る。

② 設 例 よ り,会 社 の販 売 シス テ ムにつ いて 理解 す る。

㈲ 会 社 の コン ピ ュー タ部 門の 概要 を理解 す る。

(4)内 部 統 制 質 問 書 お よび フ ローチ ャ ー トの 作成 等 に よ り,会 社 の 内部 統 制

の問 題点 を コ ン ピ ュー タ部 門,非 コ ン ピ ュー タ部 門に区 分 して把 握 す る。

⑤ 上記 内部 統制 の実 際 の運 用 状況 を テ ス トす るため,1日 分 の実 際 の取 引

を抽 出 し,会 社 の規程 どお りに運用 され て い るか ど うか を 検討 す る。

⑥ 内部 統制 の 運 用 状況 の検 証 の結 果,不 十 分 な点 があ る場 合に は,さ らに

試 査 の範 囲 を拡 張 し,勘 定 残 高 に対 す る十 分 な 確証 的証 拠 を求 め な くては な

らな い。

2.2監 査 手 続 書

2.2.1内 部 統 制 の検 証

(a)会 社 の販 売 取 引 に関 す る内部 統 制 に つ い て フ ローチ ャ ー トを作 成 し,か

つ,会 社 責任 者 お よび担 当 者 に質 問 す る。

(b)会 社 の コン ピ ュータに関 す る内 部 統制 につ いて,rEDP内 部 統制 質 問

書 」 を用 いて 次 の検証 手 続 を実 施 せ よ。

2.2.2内 部 統 制 検 証 手 続

(1)イ ン プ ッ ト ・コ ン ト ロ ー ル の 有 効 性 を 評 価 せ よ 。
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(a)原 始 デ ー タは,正 しい 原始 証 愚 に基 いて作 成 されて い る こ とが 確認 さ

れ て い るか を確 か め よ。

(b)原 始 デ ー タは,そ の デ ー タの正 しい発行 部 門か ら有 権 者 の承 認 を得 て,

ま とめて 送付 票 を付 して 送 付 され,受 渡 簿 に記 録 されて い るか を確 か め よ。

(c)原 始 デ ー タの入力誤 り,脱 漏 の 発見 ・防止 の ための 誤謬 摘 示 機能 は,

ど の よ うな 力式 か,そ れ は 信頼 性 が あ るか を確 かめ よ。

(d)判 読 しに くい,ま た は 間違 いの あ る ソー スデ ー タを 処理 す るため のル

ー チ ンは確立 され て い るか 。 そ れは 信頼 性 が あ るか を確 か めよ。

(e)イ ンプ ッ ト ・デ ー タに つ いて は,プ ログ ラムに よ り 自動 的 に チ ェッ ク

が行 われ て い るか。 それ は どの ラ ンに お いて行 われ るのか を確 かめ 信頼 性

を評価 せ よ。

② オペ レー シ ・ン管理 の 有 効性 を評 価 せ よ。

(a)ど の よ うな エ ラー ・チ ェ ック機能 がOSま たは ハ ー ドウ ェアの 機 構 上

組 み込 まれ て い るか。

(b)四 則演 算 に 関す るプ ログ ラ ム ・コン トロール はど の よ うな項 目を含 ん

で い るかo

(c)デ ー タの消失,ま たは デ ー タ項 目の脱 落 を 防 ぐため の プ ログ ラム ・コ

ン トロ ール は,ど の よ うな項 目を含 ん で い るか。

(d)正 当 で ない 取 引,ま た は不 完全 な取 引 が,処 理 中断 時 の未 処理 フ ァイ

ルに そ の まS残 ってい な い か。

(e)プ ログ ラムを 中断 した場 合の ス ター トの適 切 な処理 手順 が 設定 されて

い るか 。

(f)オ ペ レー タに よ る介 入 の必 要 度 は最 低 限 に止 め て い るか。

(g)オ ペ レーシ ョン ・ログ が作 成 され,オ ペ レータの介 入 程度 が わか る よ

うに な って い るか。

(h)コ ン ソール ・ログは,監 督 者 が チ ェ ッ クして い るか。

(i)取 締 役 経理 部長 は,コ ン ピ ュー タの 利用 状況 につ い て報 告 を 受 けて い
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るか。YESの 場 合,補 充質 問 を行 って検証 せ よc

3.実 証 性試 査

上記 内部統制 の結果 を考慮 して以下の手続 を実施す る。

(1)売 上伝票の配布経路,コ ンピュータ室における受渡管理 についての内部統

制 が不十分であ るので,5月 中の取引か ら2～3日 分を選び,売 上データ ・フ

ァイルか ら伝票1件 ご とに,ア ウ トプ ッ トし,つ ぎの手続 きを実施す る。'

① 売上伝票,売 上 日計表 との突 合

② 倉庫保管 の出荷依頼書 との突 合

③ 新規得意先 については,「 得意先 変更依頼書 」 との突 合

④ 新品種 につい ては,「 品名変更依頼書」 との突 合

⑤ 返品 については入庫連絡票 との突 合

⑥ 会計伝票 との突 合(1日 分 合計 で)

(2)上 記(1)の理由お よび請求書の発送経路の欠陥(請 求書が営業 から直接得意

先 に発送 されてい る)お よび集金 を営業 で行 って い ること,ま た,会 社 自体が

残高確認 を実施 していないこと等を勘案 して,汎 用監査 プログラムを用いて,

直接残高確認 を実施 す る。

(3)現 在会社は商 品についての継続記録を保持 して いない こと,お よび期末残

高数量が不確実 である ことを勘案 して,つ ぎの手続 を実施す る。汎 用監査 プ ロ

グラムを用いて,品 名ごとに,4月 末残高数量+5月 仕入数量 一5月 売上数量の計

算を行い,会 社の残高数量 と突合せ る。

(4)売 上 お よび返品 の中に数量記入のない ものが含 まれてい るので,汎 用監査

プ ログラムを用いて その金額を把握 し,実 態 を確かめ る。

(以 上 第1次 分)

⑤ 残高確認を実施 した結果,先 方の回答額 との間に差異が あった得意先 およ
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び未 回 答先 等 につ い て代 替手 続 に よ り期 末 残高 の妥 当 性 を 確証 す る(得 意 先 コ

ー ド:1014 ,1091,1999,2400)o

①5月 および6月 分 の 売 上,入 金 状 況 分析

②6月 分 の請求 書 との突 合

③ 売 上伝 票 また は5月 分 売掛 元 帳 を通 査 し,異 常 な項 目が 含 まれて い な い

か ど うか の確 認

(6)品 番7000番 等 上記(5)の 手続 の結 果 異 常 と思 わ れ る品番 に つ いて,5月 中

の 仕入 高,売 上 高,返 品 高 を リス トア ップす る。

(以 上 第2次 分)

4.内部 統制に関す る改善要望事項

4.1組 織 に 関 す る事項

(1)〈 コンピュー タ部 門 の組織〉現行組織 では,運 営 係長 の下 に管理主任が

い る 。 したが って,運 営係長がオペ レーシ ョンか らデ ータの管理 まで 自由に

で きるのは内部統制上問題が あるので,運 営 と管理 は並列にす ることが望 まし

いo

(2)〈 電算機 の時間外 および休 日の使用〉現在,時 間外や休 日で も電算機を 自

由に使用させてい るが,従 業員 を信頼 しているので不正は発生 しないと考えて

いるとの ことである。 しか し,そ れで あれば 内部統制 はま った く不要 であ り,

発生す るか もしれない危険 の防止の ために何 らかの対策 をたててお く必要があ

る。 そのために少な くとも時間外や休 日に使用す る場合には事前に,そ の使用

目的につき コンピュー タ責任者の承認 を うけ,か つ,そ の結果の報告 と承認 を

うけるよ うにすべきである。

(3}〈 原始 資料 の訂正手続 〉売上伝票等を インプ ッ トして エラーが発生 した場
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合 は電話 にて 確認 の 上 訂正 して 正 し く処 理 してい る との こ とで あ るが,原 始 資

料 を この よ うに電 話 だ け で訂 正 で き る ことは,不 正,誤 謬 の原 因 と もな るの で

原 始 資料 の訂正 に関 して は文 書 に よ る承 認手 続 を確 立 す る必要 が あ ると考 え る。

(4)〈 コン ピュー タ室 へ の 出入 管理 〉 コン ピ ュータ室へ は誰 で も 自由に 出 入 で

きる よ うに な って い るが,コ ン ピ ュー タ室 は会社 の 重要 な情 報 が 集 め られ て お

り,会 社 の 中では最 も重 要 な場 所 で あ り,そ の 出入 管理 に つ いて は十 分 な対 策

を講 じて お く必要 が あ るo

(5)〈 各種 作業 お よ び承認 に 関 す る手続 の標準 化 ・規 定化 〉現 在,会 社 は オ ペ

レーシ ・ン作 業以 外 の もの につ いて は,ほ とんど そ の標 準 化 が な されて お らず

新設 お よび変 更 に 関す る承認 手 続 の 規定 が作成 され てい ない。 作業 の効 率 化,

不 正 ・誤謬 の防止 等 の観 点 か ら,シ ステ ム設計,プ ログ ラム作成 と変 更,シ ス

テ ム変 更,ラ イ ブ ラ リ管 理 等 に つい て の 標準 化,規 定化 が 望 ま し い。

4.2販 売 シ ステ ム

(1)会 社 は 売上 の 計上 基 準 と して 出荷 基 準 を採 用 して い る以 上,個 々の 売 上 に

つ い て の 出荷 日を 明確 にす る必要 が あ る。 現在 の シ ステム で は ,営 業 で 倉 庫 に

出荷 指 示 を行 った 日が 売 上 日 と して処理 され て お り,必 らず し も出荷 日と一 致

して い るか否 か の確 認 を行 って い ない 。

② 日々の売 上伝 票 は 売上 日計 表 と と もに コン ピュ ータ課 に 送 付 され て い るが,

コ ン ピ ュー タ課 では 受領 時 に伝 票 枚数 の チ ェックを行 って い ない。 しか し,ア

ウ トプ ッ ト ・デ ー タと 合計 金 額 で トー タル ・チ ェ ッ クを行 って い る との こ とで

あ るが,売 上伝 票 の よ うな重 要 な イ ンプ ッ ト ・デ ー タは必 ず 受領 時点 で枚 数 チ

ェ ックを実施 す る必要 が あ る と考 え る。

(3}現 在 の シス テ ムで は営 業 サ イ ドで架 空 の売上 伝票 を発行 して い て も発 見 す

る こ とは困難 で あ る。 それ を 防止 す る ため には,つ ぎ の事項 を実 施 す べ きで あ

るo
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(a)商 品 に つ い ての継 続 記 録 を作成 す る こ と。

(b)会 社 自体 が 売掛 金 の残 高 確認 を 実施 す る こ と。

(c)現 在 の 入金 伝 票 は 一括 入 金 で個 々に記 帳 され て い ない た め年令 調 べ が不

可能 で あ るが,こ れ を 改善 し年 令調 べ を毎 月実 施 す る こと。

(4)返 品 の うち 不 良品 に つ い て は簿 外 と され 十 分 管理 され て い ない が,不 良品

に つい て も後 日売却 して い る こ とか ら考 え 受払 管 理 をす べ きで あ る。

⑤ 現 在4部 門 が あ り,各 々異 った番 号 の 売上 伝 票 を発行 して い るが,毎 期 末

時点 で は最 終 番号 を経理 が把 握 し,倉 庫 の記 録 と突 合す る必要 が あ る(期 末 カ ッ

ッ ト ・オ フを的 確 に す るた め)。

(6)現 在請 求書 は コ ン ピ ュー タで ア ウ トプ ッ トされ,う ち2部 は営 業へ,1部

は経理 に送 られ て い るが,得 意先 へ は営 業 か ら郵 送 して お り経 理 は確認 して い

ない。 また,請 求額 と入 金額 との差額 につ い て,経 理 は営 業 に 確認 して い ない。

これ らの点 は 内部 統制 上 の 観点 か ら改 善 を 検討 す る必要 が あ る。

(7)現 在 の コ ン ピ ュー タ処理 シ ステムで は,売 上 ・返 品 に関 し,数 量 の記 入 が

な くと も通 るよ うに な って い る。 したが って,棚 卸 資産 の継 続 記録 に影 響 を与

え る ことな く,架 空 の 売上 ・返 品を 計上 す る こ とが 可能 とな る。
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